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第１章  本事業の概要 

１.１  本事業の目的 

近年、経済のグローバル化の進展、アジア等新興地域における人口増加およ

び経済成長に伴う消費市場の拡大等により、我が国製造業・サービス業等は調

達・生産・販売をそれぞれ適した地域で行うグローバルロジスティクスの展開

を進めている状況にある。 

そのため我が国産業界がグローバル・マーケットをリードしていくため、更

なるサプライチェーンの効率化および省エネルギー化が求められており、無駄

な部品・製品の在庫・輸送状況の発見・排除およびリードタイムの短縮等によ

る更なる物流コストの削減、適正な部品・製品の需給調整を行うための物流情

報の可視化ニーズが高まっている。 

しかし、グローバルロジスティクスには国内外を越えて様々なプレイヤ（企

業、公的機関等）が関わっているため、物流情報がそれぞれの主体ごとに個別

に管理されている。また、管理に用いられるコードや識別子の標準化も行われ

ていない状況にある。欧米・近隣諸国等の先進事例と比較しても我が国の物流

情報サービスは先進的な部分はあるものの、個別部分や個社ベースに留まって

おり、実現できていない課題もあるなど、横断的・統合的サービスにまでは至

っておらず、効率化に必ずしも結びついていないのが実情である。 

このような状況を背景に本調査では、グローバルロジスティクスにおける可

視化の重要性、および可視化実現に不可欠な国際標準規格の物品識別子の活用

のあり方など、グローバルロジスティクスのあるべき姿（グランドデザイン）

を明確にする。さらにグローバルロジスティクスの観点から、現在各プレイヤ

が使用している様々な物流情報システムの現状・課題を踏まえたうえで、国境

を越えた物流情報サービスの提供や、そのために必要なインターフェイスやコ

ード標準化のあり方等について検討を行い、解決の方向性についてとりまとめ

るとともに、現在の物流情報システムの利活用のガイドを示し、グローバルロ

ジスティクスの効率化、輸送効率の改善を図り、もって物流部門の省エネルギ

ー化及び低炭素化を推進することを目的とする。 
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１.２  本事業の内容と実施スケジュール 

１.２.１  本年度事業の内容 

（１）グローバルロジスティクスにおける各種物流サービス、情報システムの

整理 

グローバルロジスティクスにおいて荷主企業が必要とする可視化情報の種類

と用途などを整理し、現在提供されている各種サービスの内容、課題について

調査を実施した。 

 

図表 １-1：「グローバルロジスティクスにおける可視化推進のための各種物流サー

ビス、情報システムの整理」調査項目 

調査項目 調査内容 

① 輸出入関連業務・管理
対象の整理 

輸出入を行っている荷主企業（製造業等）や商社等を想定し、輸出
入に関わる業務内容を幅広く整理した。 

② ①に関わる各種物流
サービス、情報システ
ムの整理 

①で整理した業務において利用されている物流サービスおよびそ
こで利用されている情報システム・物品識別子について整理した。 

③ ①に関わる社会インフ
ラ、国際標準の整理 

①で整理した業務に関わる各種情報インフラ（NACCS 等）、国際標
準等を整理した。 

④ グローバルロジスティ
クス可視化推進に向け
た課題の整理 

現状では、経営管理に必要とされる各種ロジスティクス情報（物流
ステータス情報、在庫情報等）がグローバルに可視化されていない
が、③項までの整理を踏まえ、可視化を実現するための課題を整
理した。 

 

（２）グローバルロジスティクス可視化推進に向けた情報システムのあるべき

姿（グランドデザイン）の提示 

グローバルロジスティクスに関わる事業者や公的機関の情報システムがシー

ムレスに連携されたあるべき姿（グランドデザイン）について、整理・分析を

行った。 

 

図表 １-2：「グローバルロジスティクスにおける情報システムのあるべき姿（グラ

ンドデザイン）の提示」調査項目 

調査項目 調査内容 

① 荷主企業における
サプライチェーン
可視化の重要性
の整理 

荷主企業におけるサプライチェーン可視化の必要性、可視化が必要な
情報内容、可視化を阻む要因、可視化により得られる効果等について
整理した。 

② 情報システムのあ
るべき姿（グランド
デザイン）の提示 

可視化を実現するための、情報システムの望ましい将来像を検討し提
示する。事業者や公的機関の情報システムのあり方に加え、情報の担
体ともなる物品識別子（RFID 含む）の利活用の促進にも留意して検討し
た。 

③ あるべき姿と現状 今後の取り組み課題を整理するため、前項で整理したあるべき姿と現
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調査項目 調査内容 

とのフィットギャッ
プ分析 

状とのフィットギャップ分析を行った。 

 

（３）物流情報システムの連携を進めるにあたって必要となるインターフェイ

スやコードの整理および UCR活用ガイドラインの策定 

あるべき姿を実現するための重要な要素と考えられる、情報システム間のイ

ンターフェイスや、メッセージ・コード体系の具体的なガイドラインを策定し

た。 

 

図表 １-3：「物流情報システムの連携を進めるにあたって必要となるインターフェ

イスやコードの整理」調査項目 

調査項目 調査内容 

① 企業間情報システ
ムインターフェイス
のあり方 

グローバルロジスティクスに関わる各プレイヤーの物流情報システムを
シームレスに可視化するための企業間での情報インタフェイスのあり方
について検討した。 

② グローバルロジステ
ィクス可視化に必
要なコードのあり方

貨物単位での可視化（物流ステータス情報等）に着目し、貨物単位の識
別コード（UCR 等）の活用にあたっての現状を整理した。 

③ 貨 物 識 別 コ ー ド
（UCR 等）活用を推
進するための課題
の整理 

前項を踏まえ、貨物識別コード活用を推進するための課題を整理した。

④ 貨 物 識 別 コ ー ド
（UCR 等）活用ガイ
ドラインの策定 

前項までの整理を踏まえ、貨物識別コード活用を促進するためのガイド
ラインを策定した。 

 

 

（４）物流情報システムの連携・可視化による省エネルギー化の効果検討 

前項までの検討結果をもとに、物流情報システムが連携・可視化されること

による省エネルギーの効果を検討した。 
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１.２.２  本年度事業の実施スケジュール 

本調査の実施スケジュールは下表の通り。 

 

図表 １-4：実施スケジュール  
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１.３  調査委員会開催実績 

委員会は、平成 24年 11 月と平成 25年 2 月の 2 回実施した。 

開催日程と主な議事内容は以下のとおり。 

 

図表 １-5：委員会の開催実績 

回数 開催日程 主な議事内容 

第 1回 平成 24年 

11 月 20 日 

１）調査の実施計画について 

２）グローバルサプライチェーンの可視化について 

３）今後のスケジュール等 

第 2 回 平成 25年 

2 月 18 日 

１）調査の実施経過について 

２）成果物のとりまとめについて 

３）その他 
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１.４  調査委員会 委員名簿 

委員会名称：物流情報システムの連携、物流情報の可視化による物流の効率化調査委員会 

（順不同、敬称略） 

＜委 員＞ 

 浅野 耕児  一般社団法人流通システム開発センター 流通標準本部国際部  

 河合 和哉  パナソニック 株式会社 ＡＶＣネットワークス 社  

  事業推進・サポートセンター 参事 

（一般社団法人電子情報技術産業協会 SC 31 専門委員会  委員長） 

柴田  彰  一般社団法人日本自動認識システム協会 研究開発センター長  

 鈴木 博之  東芝ロジスティクス株式会社 物流改革推進部 企画担当参事 

 鶴若 裕美  株式会社日立製作所 情報・通信システム社 国際情報通信統括本部 

        プロジェクトサポートセンタ 主任技師（日本機械輸出組合および 

一般社団法人電子情報技術産業協会 物流委員会 委員） 

山内 秀樹  日鉄住金物産株式会社 繊維事業本部 SCM・事業開発部 部長 

（一般社団法人日本アパレル・ファッション産業協会 R 

FID 推進小委員会 委員長） 

 

＜オブザーバ＞ 

 橋本 弘二  日本機械輸出組合 部会貿易業務グループ グループリーダー 

 多田 正博  日本機械輸出組合 部会貿易業務グループ マネージャー 

 江原 正規  東京工科大学 

立石 俊三  一般社団法人日本自動認識システム協会  研究開発センターRFID 担当  

 

 真壁 一生  東芝ロジスティクス株式会社 経営企画部 グローバルロジ企画担当 

 松田 直人  株式会社 MOL JAPAN 業務グループ（情報システム担当） 

 

＜経済産業省＞ 

 恵藤 洋   経済産業省 商務流通保安グループ 物流企画室 総括係長 

山崎 貴史  経済産業省 商務流通保安グループ 物流企画室 係長 

 

＜事務局＞ 

 北條  英  公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会 

        ロジスティクス環境推進センター 副センター長 

 久保田精一  公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会 

        JILS 総合研究所 副主任研究員 
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 紀伊 智顕  みずほ情報総研株式会社 経営・IT コンサルティング部 

シニアマネジャー 

 武井 康浩  みずほ情報総研株式会社 経営・IT コンサルティング部 

チーフコンサルタント 
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第２章  グローバルロジスティクスにおける各種物流サービス、情報システム

の整理 

グローバルロジスティクスにおいて荷主企業が必要とする可視化情報の種類

と用途などを整理し、現在提供されている各種サービスの内容、課題について

調査・整理を行った。 

 

２.１   輸出入関連業務・管理対象の整理 

グローバルロジスティクスにおいては、輸出申告、他法令の手続き以外にも

様々な業務・管理対象が存在する。主な輸出入関連業務・管理対象に関わる各

種物流サービス、情報システムについて、図表 2-1に示す。 

 

図表 ２-1：グローバルロジスティクスにおける輸出入関連業務・管理対象 

NO 業務・管理対象 

１ 商取引（受注、生産指示、発注、貨物送付案内兼請求、梱包明細、売上計上） 

２ 代金決済（信用状取引、手形回収、電信送金、荷為替手形買取） 

３ 貨物保険（付保） 

４ 国際輸送（船腹予約、船荷証券、海上運送状、航空運送状） 

５ 輸出入通関（輸出申告、輸入申告） 

６ 安全保障輸出管理（該非判定、取引審査） 

７ 貨物保安対策（保税蔵置、ＡＥＯ、航空保安、危険物管理） 

８ 国内他法令管理 （日本）食品衛生法、薬事法、麻薬取締法等、（ＥＵ）REACH 規制、RoHS

指令等 

９ 関税評価（評価申告） 

１０ 経営管理（物流コスト管理、在庫管理） 

（出所）東芝ロジスティクス資料 

 

しかし、これらを効率よく一貫処理している企業は少なく、多くの企業は手

探りで業務を推進していると想定される。特にグローバルロジスティクスの可

視化については各社まちまちであり、既存の公共情報システムを無駄なく活用

しているところは少ない。 
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２.２  ２.１に関わる各種物流サービス、情報システムの整理 

２.１で整理した業務において利用されている物流サービスおよび、そこで利

用されている情報システム・物品識別子について整理した。 
 

２.２.１ 船会社との EDI 

船会社大手 3社（日本郵船、商船三井、川崎汽船）からは、現状でも EDIを

使い、物流に係る情報を取得できるサービスを提供している。ここでは、代表

的な日本郵船、商船三井の提供するサービスについて以下に整理する。 

 

■日本郵船：海上貨物の輸送状況追跡 

日本郵船ロジスティックス社では、ICSS（Integrated Customer Service 

System）として、旧 YAS 取り扱いの日本発米国向け海上貨物の輸送状況を、

Webサイトを通じて、OCEAN HOUSE B/L（またはWAYBILL）ナンバーによ

り検索し、確認できるサービスを提供している。 

なお、ICSS では、海上貨物だけではなく、航空貨物の輸送状況についても、

日本郵船グループのHAWB ナンバー（航空運送状番号）の他、航空会社のダイ

レクト AWB ナンバー（日本郵船が取り扱った貨物）や、他社のHAWB ナンバ

ー（日本郵船が取り扱った貨物）でも検索が可能である。 

 

図表 ２-2：日本郵船ロジスティックス社の ICSS（Integrated Customer Service 

System）画面 

 

（出所）日本郵船ロジスティックス社のWebサイト 

 

同様に、CAPTAIN WEBとして、旧 NLJ 取り扱いの日本発北米向け FCLX

混載貨物、及び上海向け混載貨物の輸送状況を、Web サイトを通じて、Ocean 

House B/L(or Waybill) number で検索し、確認できるサービスを提供している。 
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図表 ２-3：日本郵船ロジスティックス社の CAPTAIN WEB 画面 

 

（出所）日本郵船ロジスティックス社のWebサイト 

 

■商船三井：グローバル物流管理システム「L'vis（エルヴィス）」 

商船三井ロジスティクスの「L’vis」（グローバル物管理システム）は、単なる

倉庫管理システムや貨物トラッキングシステムの機能を超え、荷主が知りたい

情報を、その知りたい keywordで提供するシステムとなっている。 

世界各地に散らばる複数物流拠点の在庫、輸送途上ステータス、発注オーダ

ー毎の出荷状況(分割出荷なども含む)を、品番・Purchase Order 番号など可視

化できるシステムである。 

また、荷主が所有する生産・販売管理システム等とデータインターフェイス

を使うことにより、電子データによる物流情報の管理が可能となり、ペーパー

レス化、事務効率化が可能となる。 

具体的な荷主のメリットは下記のとおりとなる。 

 

○倉庫内オペレーション 

� 在庫管理レポート・有効在庫数の管理により、異常在庫期間製品の把握が

可能となる 

� 安全在庫数設定により、欠品の事前アナウンスが可能となる 

� 拠点間（アジアのみならず、EU、日本、米国）在庫の一元管理化による
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在庫圧縮が可能となる 

 

○貿易情報の管理 

� 複数検索サイトへの登録、アクセス不要となる 

� 発注書作成から発注作業、倉庫搬入・保管・出庫、出荷指示書の作成、最

終目的地への配送情報まで、物流の Front to Endでの情報のトレースが

可能となる 

� 貿易情報の共有化による輸送費、保管費の削減が可能となる 

� 業務の効率化、高度化による人件費の削減が可能となる 

� 商品の画像を関係者で共有することにより品質管理が向上が可能となる 

 

「L’vis」を「物流インフラ」として利用することが可能であり、荷主にとっ

ては、生産・販売などの「本業」に経営資源を集中できるようになる。 

 

図表 ２-4：グローバル物流管理システム「L'vis（エルヴィス）」のシステム概要 

 

（出所）商船三井ロジスティクスのWebサイトより 

 

 

２.２.２ 貨物追跡システム 

貨物追跡システムについては、既に大手数社から提供されている。特に国際
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貨物追跡サービスとして提供されているものの中で、代表的なものとして、oocl

ロジスティクス社および Descartes 社が提供しているサービスいついて以下に

整理する。 

 

■oocl ロジスティクス社：リアルタイムな貨物モニタリングサービス 

OOCL ロジスティクス社では、リアルタイムな貨物モニタリングサービス

（RTM トラッキング）の導入により、いつでも、どこでも、どんな輸送段階で

も、出荷物の最新情報を提供することを可能にしている。 

同社の「RT-Link」を利用することで、オンラインプラットフォーム

「MyPodium-Domestic」にアクセスし、荷主は、以下のリアルタイムな最新情

報を得ることが可能となっている。 

 

� 出荷物の正確なロケーションとデジタルマップ上の実際のルート 

� さまざまな地域における、ルートに沿った正確な到着時間と出荷時間 

� 貨物の写真と配達時の電子サイン 

� コンテナとシール番号を含む付加情報 

 

図表 ２-5：oocl ロジスティクス社（リアルタイムな貨物モニタリングサービス）

のイメージ 

  

（出所）oocl ロジスティクス社の Web サイトより 

 

■ Descartes 社：Track and Trace Service 貨物追跡サービス 

船積した貨物の追跡(Track & Trace)に必要となる業務システムを用意してい

る。船積後、当該貨物が予定通り揚地に到着したかどうか、或いは、通関を終

了し、受荷主に無事引渡が完了したかどうかなど、業務上で必要な追跡をする

ことが可能となっている。 

同サービスでは、幾つかのメニューが用意されており、業務内容、要件に従

いサービスレベルを決めることができる。 
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主な機能は下記のとおりである。 

� 輸入・輸出のリードタイム実績値の把握： マスターリードタイムを見直

し、無駄のない部品発注等を実現し、余裕在庫削減と在庫最適化を目指す。 

� 移動中在庫可視化による高度な意思決定： 各輸送及び輸送全体の移動中

在庫を確認することで、適切な在庫保有の判断指標を提供 

 

図表 ２-6：Descartes 社（Track and Trace Service 貨物追跡サービス）のイメー

ジ 

 

（出所）Descartes 社等の資料より 
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２.３  ２.１に関わる社会インフラ、国際標準の整理 

２.１で整理した業務に関わる各種情報インフラ（NACCS等）、国際標準等につ

いて整理を行った。 

 

２.３.２ 国内の主な情報インフラ 

（１）通関情報処理システム（NACCS）（財務省） 

通関情報処理システム（NACCS）は、国際物流の上流から下流に至る様々な分

野で業務を行う官民の利用者が、それぞれの業務に応じ適時適切にシステムを

活用して情報を入出力することにより、利用者全体の業務処理の迅速化、効率

化が図られるオンラインシステムである。 

NACCSは、税関と関連民間業界をオンラインで結び、国際貨物業務を迅速に処

理する。システムは、航空貨物を処理している Air-NACCSと海上貨物を処理し

ている Sea-NACCSの 2つのシステムがある。 

 

①Sea-NACCS 

Sea-NACCSは平成 3年 10 月、海上貨物に係る輸出入通関業務等の税関手続を

処理するために稼働を開始した電算処理システムである。稼働後、システム対

象地域を順次拡大し、平成 11年のシステム更改により、その対象地域は全国へ

と展開されている。 

また、システム更改により、輸入にあっては船舶の入港から海上貨物の取卸

し、輸入申告・許可、国内への引取りまで、輸出にあっては海上貨物の保税地

域への搬入から、輸出申告・許可、船舶への船積み、出港までの一連の税関手

続及び関連民間業務をオンラインで処理するシステムとなっている1。 

（対象地域）Sea-NACCSは海上貨物を対象に全国の地域を対象 

 

 

                                                  
1 我が国における海上貨物の総輸出入許可件数のうち、約 95%が当システムにより処理されている。なお、

Sea-NACCS は企業内システム等との EDI を基本とするシステムが構築されており、一部業務においては

国際 EDI 標準である EDIFACT による情報交換が可能となっている。 
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図表 ２-7：Sea-NACCSと各種業務の関連 

 

（出所）独立行政法人 通関情報処理センター Webサイトより 

 

図表 ２-8：Sea-NACCSの概要 

 

（出所）独立行政法人 通関情報処理センター Webサイトより 
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②Air-NACCS 

Air-NACCSは昭和 53年 8 月、輸入航空貨物に係る一連の税関手続及び関連民

間業務を処理するために稼働を開始した電算処理システムである。稼働当初、

成田空港に到着する航空貨物に係る輸入業務に限定されていた本システムは、

昭和 60年には輸出業務もその対象となった。 

その後平成 5年、平成 13年と機能の一層の向上を図るためシステム更改が行

われ、また、システム対象地域も順次拡大されており、現在では、輸入にあっ

ては航空機の入港から航空貨物の取卸し、輸入申告・許可、国内への引取りま

で、輸出にあっては、航空貨物の保税地域への搬入から、輸出申告・許可、航

空機への搭載、出港までの一連の税関手続及び関連民間業務をオンラインで処

理するシステムとなっている2。 

（対象地域）Air-NACCSは成田、関西、新千歳、仙台、新潟、羽田、中部、小松、

岡山、広島、福岡及び宮崎の 12 空港を含む 46地区を対象 

 

図表 ２-9：Air-NACCSと各種業務の関連 

 
（出所）独立行政法人 通関情報処理センター Webサイトより 

 

                                                  
2 我が国における航空貨物の総輸出入許可件数のうち、約 99%が当システムにより処理されている。なお、

Air-NACCS は企業内システム等との EDI を基本とするシステムが構築されている。 
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図表 ２-10：Air-NACCSの概要 

 

（出所）独立行政法人 通関情報処理センター Webサイトより 

 

（２）JETRAS（経済産業省） 

経済産業省では、対外取引の正常な発展、我が国や国際社会の平和・安全の

維持などを目的に、特定貨物の輸出入、特定国・地域からの輸入などを対象に

して、輸出入承認制、輸出許可制、関税割当制などにすることにより、貿易管

理を行っている。 

経済産業省への輸出入許可･承認の申請から税関における輸出入許可･承認証

の参照・確認に至るまで、外国為替及び外国貿易法に基づく輸出入手続を電子

化したシステムとして、JETRASがある。 

なお、平成 22年 2 月 21 日から輸出入・港湾関連情報処理センター株式会社

（NACCS センター）が運用する NACCS（輸出入・港湾関連情報処理システム）と

統合し、一体運用を行っている。 

 

以下に、JETRASで電子申請が出来る輸出入関連手続き概要を示す。 
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図表 ２-11：JETRASと法規制の関連 

 

（出所）経済産業省、「JETRASの次期システム開発について」、2009年 9月 

 

また、以下に JETRAS利用による新しい手続の概要を下記に示す。 

 

図表 ２-12：JETRASの利用による手続き変更 

JETRAS の利用による新しい手続と従来の手続 

①出入許可・承認の電子申請（輸出入業者⇒経済産業省） 

②可・承認をした旨の通知（経済産業省⇒輸出入者） 

③可・承認番号の連絡（輸出入者⇒通関業者） 

④可・承認番号の照会及び通関数量等の裏書登録（通関業者⇒経済産業省）

⑤可・承認情報及び裏書情報の通知（経済産業省⇒税関） 
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図表 ２-13：JETRASの概要 

 

（出所）経済産業省、「貿易管理オープンネットワークシステム 

（JETRAS：ジェトラス）概要説明書」、2007年 4 月 

 

 

（３）港湾 EDI3システム（国土交通省） 

港湾 EDI システムは、港湾管理者、港長に係る申請・届出等の行政手続の電

子情報処理化を推進するため、国土交通省・海上保安庁が港湾管理者と協力し

て開発した情報通信システムである。 

港湾 EDI サーバに、申請・届出者と行政側（港湾管理者、港長）のメールボ

ックスを設置することにより、申請・届出者は、本システムに接続している港

湾管理者、港長に対する行政手続が本システムを介して実施することができる。 

 

                                                  
3 Electronic Data Interchange 
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図表 ２-14：港湾 EDIシステムの概要 

 
（出所）http://www.doboku.pref.nagasaki.jp/~kouwan/EDI/EDI_gaiyou01.htm 

 

① 対象手続 

海運事業者あるいは船舶代理店から港湾管理者または港長への申請、届出が

対象となる。具体的には港湾管理者に係る手続（5 種類）と港長に係る手続（7 

種類）がある。 

 

図表 ２-15：港湾での手続き概要 

港湾管理者に係る手続 港長に係る手続 

・入港届 
・出港届 
・入出港届 
・係留施設等使用許可申請 
・荷役機械使用許可申請等（一部の港）

・入出港届・入港届・出港届 
・係留施設使用届 
・停泊場所指定願 
・夜間入港許可申請 
・移動許可申請 
・移動届 
・危険物荷役許可申請 
・危険物運搬許可申請 

（出所）財団法人港湾空間高度化環境研究センターホームページ 

「港湾 EDI システムとは」 

②船社・船舶代理店等の申請・届出方法 

申請・届出者となる船社・船舶代理店からは以下に示す 2 種類のいずれかの

方法により対応することができる。 

 

（ａ）Web 方式 
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港湾 EDI のホームページ上にある申請・届出様式に必要な情報を入力して申

請、届出を行う方法である。過去に申請・届出した情報が港湾 EDI サーバに蓄

積されているため、そのサーバを介してそれらの情報を活用することが可能で

ある。自社内において情報システムを保有していない船社・船舶代理店といっ

た利用者も対応できる申請、届出方式である。 

 

（ｂ）UN/EDIFACT 方式 

自社内で UN/EDIFACT 対応のシステムを保有している船社・船舶代理店等が利

用できる申請・届出方法である。 

 

以下に参考までに、港湾 EDIシステム、NACCS、乗員上陸許可支援システムの

関係概要を示す。 

 

図表 ２-16：港湾における手続き届出先の概要 

 

（出所）財団法人港湾空間高度化環境研究センターホームページより 
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（４）コンテナ物流情報サービス（Colins）（国土交通省） 

コンテナ物流情報サービス（Colins）は、ターミナルオペレーター、荷主、

海貨事業者、運送事業者等の、関係事業者間で一元的にコンテナ物流情報を共

有化するための会員登録制のウェブサイト型の情報システムである。平成 21年

度～23年度の 3年間で実施した「コンテナ物流の総合的集中改革プログラム」

の取り組みを通じて、国土交通省港湾局がシステム開発及び運営を行い、事業

の立ち上げリスクを負担したものである。 

多様な関係者が必要な情報をリアルタイムに共有することにより、問い合わ

せの削減を図るとともに、情報伝達上のトラブルを減らし、業務の一層の効率

化、輸送効率の向上を目指す取り組みである。 

 

図表 ２-17：Colinsの概要 

 

（出所）国土交通省資料 

 

（５）北東アジア物流情報サービスネットワーク（NEAL-NET） 

国際物流のトレーサビリティー向上を図るために、日中韓 3国間の物流情報

を共有し、インターネットによりユーザーへ提供する仕組みの構築を目指して

いる。荷主・物流事業者等からは、在庫管理の高度化、リードタイムの短縮、

物流計画の策定・修正を図るため、コンテナ貨物の情報のタイムリーかつ効率

的な取得に関するニーズが高いためである。 

そのため、3国間における物流情報システムの連結を推進するための協力の枠

組みとして、「北東アジア物流情報サービスネットワーク」（NEAL-NET）の覚書

（MOU）が、2010年 12 月に 3国の代表で署名されている。 

NEAL-NET では、当面、①船舶動静情報（入港・離岸時間（予定・実績）等）、

②港湾間のコンテナステータス情報の共有に取り組むこととしている。その中

では、まず先行して「船舶動静情報」の共有に向けて議論を進めており、ウェ

ブサービスによる情報共有を図るため、EPCISを用いたインターフェイスの開発
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を各国で準備する段階となっている。 

韓国では、既に SP-IDCという港湾物流情報システムが構築され、約 30のコ

ンテナ取り扱い港湾を含む全韓国港湾の船舶動静、コンテナ動静情報の提供に

加え、統計サービス、行政手続き等の機能を持つ無料の情報システムが運営さ

れている。 

中国では、LOGINKという物流情報システムをベースに、物流情報プラットフ

ォーム機能を拡張している。現段階では、港湾については寧波・舟山港等の浙

江省内の情報しか取得できないが、中央政府の支援の下、今後、中国の港湾物

流情報システムへの連結を拡大させる計画を持っている。 

日本としては、2010年 4 月よりスタートしたコンテナ物流情報システム

（COLINS）の構築と連携を図りつつ、将来的にはグローバル展開も念頭に置き、

3国間協力を推進することとしている。 

 

図表 ２-18：NEAL-NETについて 

 

（出所）森弘継、「物流分野における国際展開支援」、日本貿易会 月報 

 

 

（６）出入管理情報システム／PS(Port Security)カード（国土交通省） 

国土交通省では、国による立入検査等にて判明した出入管理強化の必要性や

海外港湾における高度な出入管理の実施状況等を踏まえて、出入管理情報シス

テムゲートにおける 3点確認（本人・所属・立入目的の確認）の 100%実施を平

成 22年 3 月 30 日付告示により義務化している。さらに、物流効率性も勘案し、

3点確認を確実かつ円滑に実施するための出入管理情報システムの導入を推進

している。 

 

○出入管理情報システム 

カードリーダーで PS（Port Security）カードを読み取ること等により制限区

域の人の出入りを確実かつ円滑に管制限区域への人の出入りを確実かつ円滑に

管理するシステムである。また、国がトラックドライバー等に対して、PSカー
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ドを発行するとともに、主要港のコンテナターミナルに、カードリーダー、リ

ーダー管理用パソコン等を設置している。 

 

○PS(Port Security)カード 

国が発行する、出入り管理情報システムを利用するために不可欠な全国共通

の ICカードであり、高度に偽造防止対策が施され、本人確認が容易な写真付の

カード（ICチップを内蔵し、識別番号、暗号鍵等を格納）となっている。この

PSカードは、平成 22年度から発行されている。 

 

図表 ２-19：出入管理情報システムおよび PSカードイメージ 

 

左図：出入管理情報システムのイメージ、右図：PSカードイメージ 

（出所）国土交通省資料 

 

 

（７）乗員上陸許可支援システム（法務省） 

乗員上陸許可支援システムは、平成 20年 10 月 12 日から港湾関係府省の各電

子申請システムの一つとして運用している。また、平成 25年 10 月 13 日、府省

共通ポータルと NACCSの統合に伴い、開港における乗員の上陸許可申請に関わ

る一連の手続きについて、NACCS センターが提供するパッケージソフトを利用し、

インターネット回線又は専用回線にて NACCSにアクセスすることで、電子的に

行うことが可能となっている。 

「予備審査情報」「入港届」「出港届」を、NACCSを通じて，一度の入力で関係

省庁（入国管理局、税関、海上交通センター、海上保安部署、地方運輸局、港

長、港湾管理者、検疫所）に提出できる。 

申請者は、NACCSにアクセスすることで、提出した「予備審査情報」「入港届」

「出港届」の状態（受付・審査中・訂正依頼等）の確認並びに乗員上陸許可申

請，数次乗員上陸許可申請を行うことができる。 

なお、地方入国管理局等において内容の確認・審査を行った上で、乗員上陸
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許可書が交付されることとなる。 

 

以下に、「乗員上陸許可申請業務」にて取り扱う書類を示す。 

 

図表 ２-20：「乗員上陸許可申請業務」にて取り扱う書類 
書類名称 業務メニュー

入港通報 
VPX 入港前統一申請 
VPT 入港前統一申請Ｂ 

入港届 
VIX 入港届等 
VIT 入港届等Ｂ 

出港届 
VOX 出港届等 

VOT 出港届等Ｂ 

乗員上陸許可申請 CRW03 乗員上陸許可申請 

 

図表 ２-21：「乗員上陸許可申請業務」と NACCSの関係 

 

（出所）法務省入国管理局、「乗員上陸許可申請業務（府省共通ポータル） 

操作マニュアル」、平成 21年 4 月 

 

（８）輸入食品監視支援システム（FAINS）（厚生労働省） 

輸入食品監視支援システム（以下 FAINSという）とは、食品衛生法 27条に基

づき、全国の検疫所の食品監視担当窓口おいて行われる食品等の輸入届出に係

る届出の受付、審査、検査、届出済証の交付に係る業務を、検疫所、輸入者、

検査機関等をオンラインで接続し、食品等の輸入手続きを電子的に処理するシ

ステムであり、平成 8年 2 月より運用を開始している。 

FAINSにおいては、届出情報に基づく検索や各種統計資料の作成出力等の諸機

能を設け、監視業務の効率化・適正化を支援しており、さらに、規格基準や添

加物等の各種審査支援情報のデータベースを整備し、各検疫所間をネットワー
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ク化して審査支援情報を共有化することによって、全国の検疫所の審査基準の

平準化を図っている。 

平成 9年 2 月より、税関手続を電子的に処理するシステムである通関情報処

理システム（以下 NACCSという）とインターフェイスシステム（以下 IFSとい

う）を介して接続し、税関手続との連続処理（ワンストップサービス）を行う

とともに、農林水産省動物検疫所、植物防疫所、経済産業省が所轄する輸入手

続等のネットワークとも接続し、輸入手続の簡素化、迅速化を図ったところで

ある。さらに、平成 15年 7 月には、NACCS及び港湾 EDI等各システムのインタ

ーフェイス化により、輸出入・港湾関連手続について一回の入力・送信で複数

の輸入手続を行えるシングルウィンドウ化を関連府省と連携し実現している。 

 

図表 ２-22：輸入食品監視支援システム（FAINS）のイメージ 

 
（出所）厚生労働省、「輸入食品監視支援システム（FAINS）について」 

 

①検疫所拠点：検疫所 

検疫所職員がFAINS業務を実行する端末拠点。WAN回線により常時接続される。 

②NACCS端末：通関業者等 

NACCS端末を持つ輸入者又は通関業者が利用する。IFSを介して NACCSより

FAINS業務を実施する。 

③輸入者・登録検査機関端末：輸入者、登録検査機関 

NACCSを使用しない輸入者及び各種登録検査機関がFAINS業務を実施する端末

である。ダイヤルアップ機能により、FAINS業務実施時のみシステムに接続され

る。 

 

輸入食品監視支援システム（FAINS）のシステム概要を下記に示す。 
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図表 ２-23：輸入食品監視支援システム（FAINS）の概要 

 

（出所）厚生労働省、「輸入食品監視支援システム（FAINS）について」 

 

なお、食品衛生法第 27条では「販売の用に供し、又は営業上使用する食品、

添加物、器具又は容器包装を輸入しようとする者は、厚生労働省令の定ならな

い。」と定められ、輸入届出を行わない食品等については販売等に用いることは

できないとしている。 

そのため、食品等輸入届出書が検疫所に届け出られ、受け付けた検疫所は食

品衛生法に適合している食品等であるか食品衛生監視員が審査や検査を行うこ

ととしている。 

食品衛生監視員の審査は、食品等輸入届出書に記載されている輸出国、輸入

品目、製造者・製造所、原材料、製造方法、添加物の使用の有無等をもとに行

われる。 

更に、審査によって、検査による確認の必要があると判断されたものは、命

令検査、モニタリング検査等を実施し、食品衛生法に適合していることを確認

する。審査や検査の結果、適法（＝合格）と判断された食品等にあっては、届

出済証が届け出た検疫所より交付され、以後通関を進めることができる。 
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（９）動物検疫検査手続電算処理システム（ANIPAS）（農林水産省） 

平成 9年に動物検疫所は、動物検疫の畜産物輸入検査申請手続の迅速化を図

るため、動物検疫検査手続電算処理システム（ANIPAS：アニパス)を導入した。

その後、平成 10年にオーストラリアからの電子的な輸出検査証明書を受け付け

るシステム（eCert）を導入し、さらに 2 回の大きなシステム更改を行い（平成

14年：輸入畜産物以外の申請手続の電子化・オンライン化の実現、平成 20年：

インターネットを介して動物検疫の手続を行える Webシステムの導入）、輸出入

申請及び輸入に関する届出を電子的に受け付けることが可能となった。 

さらに、平成 25年 10 月に ANIPASの機能を税関手続の電子システムである

NACCSと統合することにより、利用者の利便性の向上を図るっている。統合にあ

たっては、ANIPASで実現していた機能はそのまま移行している。 

 

以下に、いくつかの届け出、申請の手続きについて説明する。 

①輸入犬等の事前届出・検査申請 

犬や猫等の日本到着の 40 日以上前に、到着空港の動物検疫所に届出を行う必

要がある。また、日本に到着する際には輸入検査申請を行う必要がある。上記

について、NACCSでは届出と同時に輸入検査申請を行うことができる。 

 

②動物の輸入事前届出 

動物の輸入に関する届出は、偶蹄類の動物及び馬は動物が輸入港に到着する

予定の日の 120 日前から 90 日前までの間に、鶏、七面鳥、うずら、だちょう及

びかも目の鳥類（種卵を含む。）は 70 日前から 40 日前までの間に、指定動物（サ

ル）は 70 日前から 40 日前までの間に届け出ることが義務づけられている。こ

の届出期間を過ぎた後に届け出る場合には、事前に動物検疫所へ連絡し、「緊急

輸入願」を提出する必要がある。なお、届出期間よりも早い時期に「届出」は

できない。 

 

③輸入動物の検査申請事項の登録 

輸入動物の到着港を管轄する動物検疫所と係留検査場所を管轄する動物検疫

所が異なる場合は、係留検査場所までの送致指示を受けるための「指示申請」

と、輸入検査申請としての「検査申請」を行う必要がある。 

 

 

（１０）植物検疫検査手続電算処理システム（PQ-NETWORK）（農林水産省） 

植物防疫所では、平成 25年 10 月 13 日に、植物検疫検査手続電算処理システ

ム（PQ-NETWORK）を輸出入・港湾関連情報処理システム（NACCS）に統合し、NACCS
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の植物検疫関連業務（APS）として稼働させている。 

PQ-NETWORKは、植物防疫法に基づき全国の防疫所で行われる植物を輸入する

場合に必要な手続（申請書・届出の提出及び証明書・通知書の受け取り）の利

便性向上を図るために導入された電子申請システムであり、NACCSと接続するこ

とによって輸入手続及び申請者の業務の簡素化・迅速化を図っている。 

そもそもは、平成 9年 4 月に運用を開始し、平成 13年 10 月からは 2 次シス

テムとしてシステム更新を図り、それ以降も利用できる手続の種類の増加（平

成 15年に消毒関係の手続を追加）、申請者の自社システムと NACCSを介して

PQ-NETWORKを直接接続する仕組みである DI接続への対応、運転時間の延長をは

じめとして、利用者の利便性の向上を図るためバージョンアップを重ねている。 

 

○対象手続き 

・輸入植物検査申請書の提出 

・輸出植物検査申請書の提出 

 

図表 ２-24：植物検疫検査手続電算処理システムの概要 

 

（出所）農林水産省の資料 

  



 

 30

 

２.３.３ アジア近隣諸国の取り組み 

貿易取引に係る諸手続きの複雑性、多種多様な書類の作成に伴う関係者の費

用負担を軽するため、我が国をはじめとするアジア等各国は、必要書類・取引

情報（データ）の最減小化を図るとともに、貿易関係手続の簡素化、効率化を図

るツールとして、一回のデータ入力・送信で諸手続きが完結するシングルウィ

ンドウ（以降、SWと記載）の構築を推進しつつある。 

この SWは国内における貿易関係手続きの簡素化、さらには最終的には多国間

でシステムを連携させることにより、関係国間における貿易取引データの交

換・共有を可能とし、世界的な貿易関係手続の簡素化と国際物流の迅速化とい

った面で将来的にも有望なツールと認識されている。 

ASEANにおけるシングルウィンドウの構築計画は、2003年 10月の第 9回ASEAN

首脳会議で「ASEAN シングルウィンドウ（ASW）計画の検討を開始する」ことが

合意されたことに始まっている。 

ASW 開発に係る加盟国の義務として、計画では先発加盟 6 カ国（ブルネイ、

インドネシア、マレーシア、フィリピン、タイ、シンガポール）は遅くとも 2008

年までに、後発加盟 4 カ国（カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム）は

2012年までにＮＳＷの運用を開始することとされた。 

しかしながら、ASEANにおける貿易・港湾関連 EDI(電子データ交換)システム

への取り組みは、加盟各国間において大きな格差があり、当初の目標年での達

成は難しく、現状においては先発加盟 6カ国が 2012年に ASWを構築し、後発加

盟 4 カ国は 2015 年にそれぞれのナショナルシングルウィンドウ（NSW）を ASW

に統合することとなっている。 

そこでアセアンでの NWの状況について、シンガポール、マレーシア、タイに

焦点を絞り、現状を整理する。 

 

■シンガポールのナショナルシングルウィンドウ 

1989年より Trade Net と呼ばれる NSWの機能を持つシステムが稼働している。

2007 年に Trade Exchange と呼ばれるシステムに組み込まれたことで、海外と

の連携も可能になっている。 

オペレーターはCrimsonLogic 社であり、NSWの維持管理責任者はCrisonLogic

社となっている。政府の管轄省庁は、Singapore Customs & Excise Department、

IDA (Infocomm Development Authority)、EDB (Singapore Economic Development 

Board)である。 
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図表 ２-25：実績 

取扱文書件数 30,000～40,000件／日 

登録会社数 約 2,600 社 

利用者数 約 9,000 人 

利用率 申告・許認可 ほぼ 100％ 

連携行政省庁数 35 省庁 

 

Declaration, Permit、Certificate、ライセンスなど、NSWとしての Trade Net

に連携している全ての省庁の手続き文書を取扱っている。 

ただし、Manifestデータに関しては、海上貨物は Port Netが取扱い、航空貨

物については Cargo Community Networkが取扱っており、NSWである Trade Net

を通さず直接税関にデータを提供している。 

 

図表 ２-26：Trade Net のポジション 

 

（出所）日本貿易関係手続簡易化協会、「アセアン・シングルウィンドウ（ASW）構築計画

に関する調査報告書」、平成 24年 10月 

 

■マレーシアのナショナルシングルウィンドウ 

マレーシアでは、電子貿易手続ポータルシステムとして“myTRADeLINK”が 2009

年にスタートし、2012 年 6 月機能強化の上更改版が稼働開始している。オペレ

ーターは Dagang Net社であり、NSWの維持管理責任者も Dagang Net社である。

管轄省庁は Ministry of Finance （財務省）である。 

 

図表 ２-27：実績 

取扱文書件数 

／登録会社数 

輸出入申告：2010年現在 利用者 3,316 社 平均 968,141件／月 

e-Payment：関税支払いについて全体の 5％位 
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e-Manifest（積荷明細）:平均利用件数 482,920件／月 

e-Permit:利用者数は 10,714、取扱件数は 284,655件 

特定原産地証明:1万件以上の伝送実績 

連携機関数 行政機関 25 省庁、銀行 8行 

 

図表 ２-28：myTRADeLINKの概要 

 

（出所）日本貿易関係手続簡易化協会、「アセアン・シングルウィンドウ（ASW）構築計画

に関する調査報告書」、平成 24年 10月 

 

■タイのナショナルシングルウィンドウ 

タイでは、“Thailand National Single Window”の名称で稼働中である。

Phase-1として、2008年 7 月、前身となる“e-Logistics”システムが稼働した。

その後 Phase-2として 2011年 12 月から上記の NSWとなている。 

オペレーターは The Customs Dept.であり、維持管理責任者も The Customs 

Dept.である。管轄省庁は財務省（Ministry of Finance）である。 

 

図表 ２-29：実績 

取扱文書件数 月間約 6,300万メッセージ（2012年 6月） 

登録会社数 約 8,000 社 

利用者数 約 125,000 人 

利用率 電子申請が可能なケースでは、電子申請利用

は義務化されている。 

連携行政省庁数 28行政機関および 5関係機関 
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図表 ２-30：タイにおける NSWとその他関係機関・組織との関係 

 

（出所）日本貿易関係手続簡易化協会、「アセアン・シングルウィンドウ（ASW）構築計画

に関する調査報告書」、平成 24年 10月 
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２.４  グローバルロジスティクス可視化推進に向けた課題の整理 

現状では、経営管理に必要とされる各種ロジスティクス情報（物流ステータ

ス情報、在庫情報等）がグローバルに可視化されていないが、２.３までの整理

を踏まえ、可視化を実現するための課題を、以下の 4つの視点で整理した。 

-個社で解決すべき事項 

-業界標準など標準化で効率化される事項 

-現行の社会インフラをさらに活用することで解決できる事項 

-新たな社会インフラの構築が必要な事項 

 

２.４.１ 個社で解決すべき事項 

（１）購入部品の識別子の標準化 

現在 Purchase Order（注文番号）を用いた国際部品調達は、商社を何段階も

経由するなど商流が複雑であることが多く、その結果部品の使用予想量が過大

になりがちである。VMI4など製造メーカが在庫コストを負担しない取り組みも行

われているが、特に海外工場においては調達部品の在庫可視化が困難な状況に

ある。 

そのため、製造メーカの一次 POと UCRを連携させることで、複雑な調達部品

物流の可視化を進めることにより、調達部品の使用予想量の最適化を行い、在

庫削減が可能となる。 

その前提としては、個社で取り組むべき事項としては、可視化に焦点を当て

た SCM（自社内のものの動き）を構築するとともに、商流、物流、金流について、

下記のような考え方を浸透させることが大切である。 

 

■商物分離 

一般的に、受注や納期回答など取引に関する情報のやりとりを商流という。

一方、この取引に伴ったり、その他の理由で実際のものを移動させたり、保管

したりするための情報を物流情報と呼ぶ。こういった取引情報は、一般的に EDI 

でやりとりすることが多い。商物分離とは、この商流の情報とものの動きをあ

らわす物流情報を分けて管理することを指す重要なポイントである。 

 

■情物一致 

物流情報は常に、現実のものと同期をとって管理する必要がある。実際の「も

の」が、A 倉庫から B 倉庫に移動したら、物流システム上の在庫も同時に B 倉庫

に移動させなければ、在庫は不正確になってしまう。このような「もの」の動

きとそれをカバーする情報システムの情報が同期をとって進行するシステムを

                                                  
4 vender managed inventoryの略。納入業者が購入者に代わって在庫を管理する仕組み。 
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情物一致のシステムと呼ぶことにする。この情物一致のシステムを構築するに

は、実際のものの動きをいかに容易にしかもタイムリーにコンピュータに入力

するかがポイントとなる。 

 

■貨容分離 

物流システムにおいて、貨物取扱単位（トランスポートユニット）と、それ

に使われるパレットなど輸送用資機材とを分けて管理しなければ輸送資機材そ

のものを管理することは出来ない。これを貨容分離と呼ぶことにする。たとえ

ば、パレットというのはそれ自体輸送保管用の資機材であるが、これを管理す

るために、パレット番号などのバーコードや RFIDを付けて管理している場合が

ある。しかるに、このパレットに貨物をはい付けして、出荷単位にするような

ケースで、パレット番号をその貨物ユニットの識別として使用されることが多

く見られる。パレット番号で貨物を管理しても、ワンウエイで返却を要しない

場合、それほど問題にならないが、パレットを空の状態で返却したり、別の容

器に貨物を移したりする場合、その貨物取扱単位は、もはやパレット番号では

管理できなくなる。貨容分離の考え方では、貨物取扱単位（貨物ユニット）の

識別と、そのための資機材の識別は別に管理することが望ましい。具体的には、

パレット番号と出荷番号（輸送識別子）を別に発番し、それらを関係付けるよ

うな物流システムを構築することが望ましい。 

 

 

２.４.２ 業界標準など標準化で効率化される事項 

（１）国際標準識別子の利用促進 

貨物情報を管理するための識別子として、国際標準の貨物識別子（例：UCR）

が存在する。国際標準の貨物識別子であれば、事業者間で物流情報の共有が可

能となるなど、物流の効率化が図られる可能性がある。 

しかしながら、特に UCR は、現状はほとんど事業者に利用されていないのが

実態である。この国際識別子を事業者に対して普及・啓発することが必要であ

る。 

その際には、費用負担者（製造メーカー）と直接の利益享受主体（運送業者

等）が異なるため、費用負担者にとっても、コストメリットがあることを理解

してもらう必要がある。そのために、国際標準の貨物識別子が利用されると、「誰

が」「どれくらいコストを削減できるか」ということを検証することが今後の課

題となる。 
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図表 ２-31：国際標準の貨物識別子による、事業者間で物流情報の共有 

 

（出所）東芝ロジスティクス資料 

 

（２）標準が必要な例：航空ラベルの標準化 

現在航空貨物事業者の発行する物流ラベルには、NACCS など税関システムへの

アクセスキーである AWB5番号が記載されているが、バーコードは独自規格とな

っており、発行元以外のプレイヤは物流情報を取得することができない。 

そのため、既存の航空ラベルに標準的な BL番号を国際標準で印字することに

より、各プレイヤ間のラベル再発行などの非効率な作業を削減することが可能

になり、さらに UCR との連携により物流可視化の精度向上に繋げることができ

る。 

 

２.４.３ 現行の社会インフラをさらに活用することで解決できる事項 

（１）NACCS からの情報取得 

現在、輸出入関連業務のほとんどが NACCS を使って行われており、NACCS には

通関情報や本船への貨物積み込み情報など、海上輸送に関する物流情報が蓄積

されている。そのため、海上輸送に関する工程について正確な物理流情報を把

握するための方法として、NACCS から情報を取得することが考えられる。 

 

図表 ２-32：NACCS から取得可能な情報について 

 

（出所）東芝ロジスティクス資料 

                                                  

5
 AIR WAY BILL の略。航空貨物運送状のこと。 
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（２）Colins からの情報取得 

Colins では、日本国内の全ターミナルから定期的にコンテナの本船積み込み

情報や本船の動静情報等が転送されている。そのため、Colins から必要な物流

情報を取得することが可能である。 

 

図表 ２-33：Colins から取得可能な情報について 

 

（出所）東芝ロジスティクス資料 
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２.４.４ 新たな社会インフラの構築が必要な事項 

グローバルロジスティクスに係る現状の問題点、課題等は様々なものがある。

この中で、国や企業を超えて物流に関する情報の共有・可視化することが重要

であり、それを実現するためには、民間事業者間に加えて、グローバルロジス

ティクスに関わる公的機関の情報システムとも連携するための社会インフラが

必要である。 

 

図表 ２-34：グローバルロジスティクスに係る現状の問題点、課題等 

� 物流に関する諸問題、課題はそれぞれ個別には解決できる。（例：船社との

EDI、貨物追跡システム、NACCS など）個々のスコープ内で閉じている。 

� これらに横串が通っていない（横串を通すためのキーが無い）それぞれが自

社独自のプライベートコードを使っており、上流下流のことを考えていな

い。横串を通すためには、コード変換などのプロセスが必要であり、これを

各企業が行うことは社会的ムダである。 

� それぞれの標準が必ずしも統合されておらず、分かりづらい。一般企業に分

かるようなガイドラインが無く、存在も知らない企業が多い。 

� グランドデザインが無い。あるべき姿の設定と検証、更新の体制がない。 

 

具体的には、グローバルロジスティクスにおいて利活用される官民の情報シ

ステムについて、それぞれのシステムがシームレスにつながるために、社会イ

ンフラとして、下記の事項が必要である。 

� 情報システムのあるべき姿（グランドデザイン） 

� インターフェイスの標準化 

� コードの標準化 

 

図表 ２-35：インターフェイス標準化の必要性イメージ 

 

（出所）東芝ロジスティクス資料 
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第３章  グローバルロジスティクス可視化推進にむけた情報システムのあるべ

き姿（グランドデザイン）の提示 

 
グローバルロジスティクスに関わる事業者や公的機関の情報システムがシー

ムレスに連携されたあるべき姿（グランドデザイン）を検討した。 

 

３.１   荷主企業におけるサプライチェーン可視化の重要性の整理 

近年経済のグローバル化の進展、アジア等新興地域における人口増加および

経済成長に伴う消費市場の拡大等により、我が国製造業・サービス業等は調達・

生産・販売をそれぞれ適した地域で行うグローバルロジスティクスの展開を進

めている状況にある。 

そのため我が国産業界がグローバル・マーケットをリードしていくため、更

なるサプライチェーンの効率化および省エネルギー化が求められており、無駄

な部品・製品の在庫・輸送状況の発見・排除およびリードタイムの短縮等によ

る更なる物流コストの削減、適正な部品・製品の需給調整を行うための物流情

報の可視化ニーズが高まっている。 

図表３-1で示すように、2012年に JILSが会員企業に対して実施したアンケ

ート調査結果でも、調達先、販売先等との情報共有・情報可視化について、70

～80%の企業が必要と回答している。一方、対応済みの企業は数%に留まってい

る状況にある。 

 

図表 ３-1：サプライチェーン効率化のための情報共有・情報可視化の取り組みの

必要性について 

 

（出所）JILS「2020年ロジスティクス総合調査報告書」2012年 
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①販売実績情報の共有

（小売におけるPOS等）
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情報の共有・早期化

③物流の進捗情報・
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３.２   情報システムのあるべき姿（グランドデザイン）の提示 

国や企業を跨いで物流に関する情報の共有・可視化を実現するためには、先

に 2.4で提示した課題について、それぞれ以下に示すような方向性で検討、解決

していく必要がある。 
 

①個社で解決すべき事項(個社内) 

購入部品や販売製品など荷主が自社内のものの動きは管理するために用いて

いるコード体系は、企業独自のプライベートコードを用いることがほとんどで

ある。 
しかし、船社、海貨・通関業者などグローバルロジスティクスに関わる関係

者との間で情報を共有するためには、外部にも理解できるような国際標準識別

子と紐付けすること（例えば、注文番号と UCRを紐付ける等）が必要である。 
 

②業界標準など標準化で効率化される事項（BtoB） 

現在航空貨物事業者は自社独自のプライベートコードを記載した物流ラベル

を用いて管理を行っているが、荷主や他の物流事業者はコードの内容を理解で

きないため、新たなコードとラベルを貼り付けて管理を行うなど、非効率な状

況にある。こうした課題を解決するためには、関係者が情報を理解できる国際

標準識別子を併記するとともに、関係者間による情報交換についても、

EDIFACTなど国際標準に準拠した EDI等を使用することが求められる。 
 

③現行の社会インフラをさらに活用することで解決できる事項（BtoG） 

現在のグローバルロジスティクスにおける輸出入業務においては、通関、輸

送船への積み込み、出港といったステータスが、輸入者、輸出者双方とも把握

できない状況にある。一方、輸出入の通関業務については財務省所轄のシステ

ムNACCS、日本の主要港における輸送船の動静は国交省所轄のシステムColins
から情報取得することが可能である。これらの公的システムは現在海貨業者や

フォワーダ等が利用しているが、輸出入者が自社システムと接続すれば可視化

が可能となる。 
 

④新たな社会インフラの構築が必要な事項 

グローバルロジスティクスに関わる多くの関係者間で物流情報を可視化する

ためには、個社内、BtoB、BtoG においてどのような取り組みが必要なのかグ

ランドデザインを共有する、複数の関係者間で情報を共有するためには、誰で

も理解できる国際標準識別子（例えば、UCR）を利用しなければならないこと

を理解する、関係者間で情報やりとりする際には標準的なインターフェイス（例

えば、EDIFACT）を用いる、といったことを新たな社会インフラとして構築お

よび普及・啓発していくことが、不可欠である。 
 

  



 

 41

①～④で示したように、グローバルなサプライチェーンの可視化を推進する

ためには、海外の関連企業や取引先との情報共有など自社（および取引先）の

システム整備だけでは、これを完結させることは難しい。前述のグローバルサ

プライチェーン中のブラインドスポット（輸送中，税関申告など）をどう埋め

ていくかが重要である。つまり、自社＋取引先の効率化（情報共有化）に加え、

船社など民民の業務、通関などの官民業務からも情報を取得する必要がある。  
そのための手順を整理したものを下記に示す。 

 

図表 ３-2：サプライチェーン高度化のための手順（まとめ） 

 
 

  

企業グローバルサ
プライチェーンの
高度化 

自社，取引先間の情
報効率化 

船社，フォワーダな
どロジプレーヤと
の情報効率化 

官民業務の効率化

関係プレーヤとの
EDI

公的システムとの
接続 

パッケージシステ
ムの利用 

NACCS の利用 

グ
ロ
ー
バ
ル
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
高
度
化

 

貨物識別子の整備
（UCR） 
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図表３-3 に、グローバルロジスティクスにおける物流情報可視化推進のため

の具体的なシステムのマッピング（イメージ）を示す。 
 

図表 ３-3：具体的なシステムのマッピング（イメージ） 

 

（出所）東芝ロジスティクス資料 

 

 また、物流だけでなく、商流（取引）、金流（決済など金の流れ）の全体をバ

ランス良く組み合わせ、今までのような自企業と取引先だけの関係でなく、公

的システムやグローバルな物流で関わるさまざまな関係者との連携をしつつ企

業全体のサプライチェーン効率化を図っていくべきと考えられる。 

 そのためには、公的システムの動向などをウォッチしていく必要があるとと

もに、全体を共通語（＝国際標準識別子）で表す努力が重要と思われる。 

以上を勘案すると、UCRは、そのための最も有力な「共通キー」であると考

えられる。 
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図表 ３-4：サプライチェーン全体の構成イメージ 

 

（出所）東芝ロジスティクス資料 
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３.３   あるべき姿と現状とのフィットギャップ分析 

３.２で示した情報システムのあるべき姿（グランドデザイン）を実現するに

あたっては、現在幾つかの問題点が存在する。 

図表３-4 に、現状の問題点およびその原因と現状での対応、今後の課題解決

の方向性について示す。 

 
図表 ３-5：グローバルロジスティクスにおける物流可視化に向けた問題点 

NO 問題点 原因 現状での対応 方向性 

1 現状物流高度

化に必要な個

別ソューショ

ンはほとんど

あるが効率化

されてない  

企業システムに取

り込みづらい。ウ

エブでの閲覧の

み。コード不一致，

インターフェイス

には変換が必要  

個別電話問い合

わせ＋企業シス

テムへの再入力。

エクセル等で別

管理  

統合的な基盤が

必要（コード、イ

ンターフェイス）

2 各ソリューシ

ョン間で横串

を通せない  

コード不一致（プ

ライベートコー

ド）インターフェ

イスが区々。マト

リクス的にインタ

ーフェイスを作

り、コード変換を

することは不可能 

電話対応＋再入

力。エクセル管理

Worm のためのガ

イドライン提示。

サンプル提供。 

啓蒙活動。実証実

験。 

標準コード採用

へ、業界団体に働

きかけ。  

3 国際標準はあ

るが、使われな

い  

既存の企業システ

ムと合わない。そ

もそも国際標準が

分からない。標準

が出来ていない部

分がある  

企業毎の個別ニ

ーズをどう国際

標準に乗せるか

が分かりづらい

→事例が無い  

解説書の作成 

EDI など未着手

部分の取り組み。

特にロケーショ

ンコード。 

4 グランドデザ

インが無い。移

行パスが無い  

公的システムとの

連携をおこなって

いるところは少な

い。  

国際連携などは状

況が分か 5らない 

個別の問題を点

で解決している 

公的機関の情報

整備のタイムラ

インが見えない 

グランドデザイ

ンの提示。 

スコープの提示 

オーナーの明確

化。 

これらのオーソ

ライズ。 

5 トランスポー

トユニット（輸

送品）の識別子

が無い  

貨物そのもの、容

器、包装資材、繰

り返し容器などが

標準化されていな

い 

税制優遇制度が

受けられない。容

器の紛失。ワンウ

エイ容器の継続 

識別子の標準化 

輸送資材回収シ

ステムの整備  
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第４章  物流情報システムの連携を進めるにあたって必要となるインターフェ

イスやコードの整理および UCR 活用ガイドラインの策定 

あるべき姿を実現するための重要な要素と考えられる、情報システム間のイ

ンターフェイスや、メッセージ・コード体系の具体的なガイドラインを策定し

た。 

 

４.１  企業間情報システムインターフェイスのあり方 

現在荷主が保有する輸出入業務システムの多くは独自仕様となっているため、

一部のフォワーダ6は自社システムに再インプットするなど、コード変換のプロ

セスが必要である。こうした付加作業が、荷主とフォワーダの組み合わせ毎に

発生しており、社会的に大きな損失となっている。（図表 4-1参照） 

 

図表 ４-1：現状のグローバルロジスティクスにおける情報システムの形態 

 

（出所）東芝ロジスティクス資料 

 

こうした無駄を減らすためには、情報システム間でのデータ交換フォーマッ

トの標準化など、インターフェイスの標準化が不可欠である。（図表 4-2参照） 

 

図表 ４-2：グローバルロジスティクスにおける情報システムのあるべき姿 

 
（出所）東芝ロジスティクス資料 

                                                  
6 荷主とトラック等実際の運送を行う運送事業者との間に立って、貨物の運送取扱、利用運

送及びこれらに付帯する業務を行うことを業とする者。 
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４.２  グローバルロジスティクス可視化に必要なコードのあり方  

現在グローバルロジスティクスに関わる各プレイヤ間の情報のやりとりにつ

いては、輸入者と発荷主（輸出者）の間は Purchase Order（注文番号）、発荷主

（輸出者）と船会社では Booking Number（予約番号）や B/L Number（船荷証券

番号）など、商流で用いる識別子で貨物識別をしている。そのため、アクシデ

ント時等の貨物追跡にあたっては、輸入者や発荷主（輸出者）が船会社や港湾

ターミナル会社などに電話等人手を使って問い合わせを行い情報収集しており、

大変な手間と時間がかかっている。 

 

図表 ４-3：既存の一般的な輸出に関わる情報フロー 

 
（出所）GS1 資料 

 

こうした状況を打破し、グローバルロジスティクスにおける物流可視化を実

現するためには、関わる官民すべてのプレイヤ間において共通で貨物を識別で

きる番号が必要である。 WCO が提唱する貨物識別子である UCR(UNIQUE 

CONSIGNMENT REFERENCE）は、最も有力な候補の一つである。 
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 現在使われている商流情報とグローバルでユニークな貨物識別子であるUCR
を紐付けることにより、プレイヤ間の物流情報可視化の精度アップが可能とな

る。 
 

図表 ４-4：UCR利活用による商物分離の実現 

 

 
（出所）WCO 
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４.３   貨物識別コード（ＵＣＲ等）活用を推進するための課題の整理 

UCRの利用にあたっては、グローバルにおけるユニーク性の確保が一番重要で

ある。UCRは通常発荷主（輸出者）が採番するため、国際標準の企業コードを用

いることが重要である。 

ISO/IEC 15459 Part2 で規定する発番機関コードは IAC (Issuing Agency 

Code)と呼ばれ、NEN（オランダ規格協会）が世界でただ一つの登録窓口である。 

 

図表 ４-5：ICD を登録している主な発番機関コード 

発番機関 発番機関名称 IAC 

GS1 GS1 0 ～ 9 

Dun & Bradstreet Dun & Bradstreet UN 

JIPDEC 一般財団法人日本情報経済社会推進協会 LA 

NATO 北大西洋条約機構 D 

Universal Postal Union  万国郵便連合 J 

DOD-DLIS Department of Defence - Defence 

Logistics Information Service  

LD 

 

TDB  株式会社帝国データバンク VTD 

（出所）JIPDEC 資料 

 

そのため、JASTPROが発番する NACCSの取引先コードを NENに登録し、正式な

発番機関となれば、日本の発荷主（輸出者）は大きなシステム改変が不要で UCR

の取得・活用が可能となる。 
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４.４   貨物識別コード（ＵＣＲ等）活用ガイドラインの策定 

グローバルロジスティクスにおける物流可視化にあたっては、国際標準の貨

物識別子が存在することを関わる官民すべてのプレイヤに対して、普及・啓発

していくことが必要である。 

そのため、ここでは現在各プレイヤが使用している様々な物流情報システム

の現状・課題を踏まえたうえで、国境を越えた物流情報サービスの提供やその

ために必要なインターフェイスやコード標準化のあり方等について解決の方向

性についてとりまとめるとともに、現在の物流情報システムの利活用のガイド

を示すものとする。 

 

４.４.１ グローバルロジスティクスにおける物流可視化にあたっての現状

の課題 

現在、グローバルロジスティクスにおける物流情報を管理するための手段と

して、様々な貨物識別子が用いられているが、各プレイヤがそれぞれ自社内で

のみ識別可能な独自規格の貨物識別子を用いている。 

そのため、プレイヤ間において物流情報が共有できず、情報が断片化してい

るのが現状である。 

 

図表 ４-6：物流情報の断片化の現状 

 
（出所）東芝ロジスティクス資料 
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一方、UCR のような国際標準規格の貨物識別子を用いることにより、製造時

業者、トラック事業者、船会社、通関業者から輸入者まで、グローバルロジス

ティクスに関わる誰でも物流情報の可視化が可能となる。 

 

図表 ４-7：UCR利活用のメリット 

 
（出所）東芝ロジスティクス資料 
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第５章  物流情報システムの連携・可視化による省エネルギー化の効果検討 

 

グローバルロジスティクスにおいて UCR を用いることにより複数プレイヤ

間における物流情報可視化が実現することにより、無駄な流通在庫の削減、リ

ードタイムの短縮などが可能となる。 

 

図表 ５-1：物流情報システムの連携・可視化による省エネルギー化の効果 

 

 

具体的には図表 5-1 の考え方に基づき、「在庫削減等の輸送効率向上による効

果（電気・燃料使用量、輸送トンキロ減少）」から「物流効率化の効果（CO2 排

出量削減）」を算出した。 

 

図表 ５-2：CO2 排出量削減効果の把握及び評価の考え方 
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 グローバルロジスティクスに関わる各プレイヤの情報システムのインターフ

ェイスやコードの標準化により輸送効率が向上したと想定し、わが国の主要産

業である自動車、家電、アパレル分野において利用する国内外の倉庫面積（容

積）が 2 割削減され、さらに、物流量（トン）と輸送キロが 2 割削減した場合

の物流効率化効果（CO2排出量削減）を算出した。 

 

図表 ５-3：自動車、家電、アパレル分野における倉庫面積削減および物流現象

による CO2排出量削減効果

 
  

輸送トンキロ当たり
燃料消費量
（ﾘｯﾄﾙ/ﾄﾝｷﾛ）

発産業業種
現状
（トン）

標準化効果
（注）

品目
現状
（キロ）

標準化効果
（注）

3日間ベース
RFID効果
（注）

年間ベース
標準化効果
（注）

現状
現状
（千トン）

標準化効
果
（注）

千トン 削減率

自動車
輸送用機械器具
製 造 業

658,211 526,569 54,420.86 34,829.35 6,621,204.77 4,237,571.06 1,504.03 962.58 541.45

家電
電気機械器具
製 造 業

157,626 126,101 13,032.51 8,340.81 1,585,622.13 1,014,798.16 360.18 230.52 129.66

アパレル
衣服･身の回り品
製 造 業

16,444 13,155 繊維工業品 83.88 67.104 1,379.32 882.76 167,817.26 107,403.05 38.12 24.40 13.72

（注）輸送効率向上によって、物流量（トン）と輸送キロが2割削減されたと仮定

36.0%

CO2排出量

82.68

0.0867 0.00262

CO2
排出係数

平均輸送キロ
（2007年陸運統計要覧）

66.144機械

業界

流動量
（2010年物流センサス）

輸送トンキロ
（千トンキロ）

CO2削減効果

倉庫面積削減による

効果

物流量減少による

効果

現状
標準化効果
（注）

現状
（トン）

標準化効果
（注）

トン 削減率

40,980.00 40,112.86 0.0836 0.555 1,901.39 1,861.16 40.23 2.1%

普通倉庫面積
(2010年倉庫統計季報)

普通倉庫における
面積当たりの
電力消費量

（千kWh/平方ﾒｰﾄ
ﾙ）

（注）自動車、家電、アパレル分野で利用している普通倉庫面積を国内総生産から推定し、
その内の倉庫面積が2割削減したと仮定

CO2削減効果CO2排出量電気の
CO2排出係数
(トン/千kWh)
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はじめに 

 

０． 本ガイドラインの想定読者および活用方法 

(1) 想定読者 

本ガイドラインは、グローバルロジスティクスにおける物流情報の可視化を検討する荷主企業を対象とする。 

 

(2) 本ガイドラインの活用方法 

荷主のグローバルロジスティクス業務を円滑・効率的に進める上では、貨物がどこにあるか、どのようなステータ

スにあるか、といった物流情報が可視化されていることが望ましい。グローバルロジスティクスは、一企業の枠内に

はとどまらず、また、自国内で完結しないため、企業・国内外の行政機関等さまざまな関係者が関与する。そのため、

複数の関係者と連携し、情報を共有するための仕組みを構築する必要がある。 

本ガイドラインは、荷主の物流担当者等が、物流情報の可視化を実現するための仕組みづくりを行うに当たって把

握しておくべき基礎的な情報を収録しているが、これに加え、主要な論点、留意すべきポイント等を解説しており、

可視化を実現するための基礎資料として活用いただくことを想定している。なお、可視化においては、貨物単位にユ

ニークな識別コードが付与されていることが特に重要である。そのため、UCR 等国際標準識別子の活用方法について

は詳しく解説している。 

本文中では、できるだけ技術的・専門的な記述を避けるよう心掛けているが、専門的な用語を用いざるをえない場

合もある。専門用語については、末尾の用語集に整理しているので、適宜ご参照いただきたい。 
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１. オープンサプライチェーンのためのキーワード：共通で理解できる可視化情報の実現 

物流という言葉が注目され、当時販売費に埋もれて見えなくなっていた物流コストを明確にすることから、日本の物

流改善が始まった。当時の改善プロセスモデルは次のようなものである。この時点で調達や廃棄など他の物流には手を

付けていなかった。 

 

図 1 日本の物流黎明期 

 

 

下図は「SCM logistics」という文献に出ているロジスティクスの発展ステージを元にアレンジしている。ロジステ

ィクスの各種段階を分かりやすく説明してあるため、引用して解説してみる。ロジスティクスの場合、ひとつのサイト

（事業場）内の物流現場の改善（ムダの排除とか、仕組み改善など）など点の改善に始まり、そのサイト全体の改善（線

の改善）→その企業全体の改善（面の改善）と進むといわれている。下図でいうところの企業内統合ロジのステージと

なる。ここまでは、たとえグローバルに展開していようと自分たちの企業努力で成し遂げられる。 

 

その後、組織や企業をまたがったムダの排除や、国を越えた総合的なロジの改善というステージに展開するのが次の

ステージとなる。 

企業間のムダの排除、国を越えたロジの無駄排除を成し遂げるためには、当然ながら一企業の努力で成し遂げられる

ものでもなく、一企業の要求をパートナーに強要するのでもなく、これから述べるオープンなサプライチェーンの高度

化が必要になるのである。 

 

一企業内の効率化から企業間のムダの排除、さらに国を越えた効率化を図ろうとするには、いくつかの超えなければ

いけないハードルがある。一番のキーワードは、互いに意味が理解できるデータ構造、データ内容であること、必要な

ときに必要な情報が共有でき、ある企業のアウトプットレポートを次の企業が再インプットしたりすることなく、再利

用できるような仕組みが重要となる。つまり企業間や国またがりのムダを削減するには共通に理解できる情報の整備が

必要になる。 

販売コストに占める物流

費の割合を明確化する 

物流費でコストがかかっ

ている部分を探す 

（問題の定義） 

IE 的アプローチでムダを

排除（庫内改善） 

輸配送改善 

物流子会社の設立 

物流部門の設置 

物流費分析・明確化 

5S，庫内改善等 
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図 2 サプライチェーングローバル化によるステージと可視化ニーズ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)  企業のグローバル化とサプライチェーンの高度化 

下の図は、家電の例であるが、国内生産国内消費のモデルから、家電量販店などのコストダウ

ン要求に応えるため、さまざまなコスト低減策を講じてきた。その一つにトータル在庫削減のた

めの拠点統合というものがある。80 年代まで国内に 100 以上も分散していた家電在庫は、在庫

削減のために各メーカともかなり拠点の削減＝トータル在庫の削減を行ってきた。併せて、在庫

切れにならない範囲で極小在庫の運用を行うため、需給調整（サプライチェーン）として製造、

販売、在庫の見える化を行い、コストダウンを図っていきた。90 年になるとさらなるコストダ

ウンの要求もあり、生産拠点を海外にシフトするところが増えてきた。アウトインと呼ばれる海

外生産、国内消費の仕組みである。また、海外市場のニーズから日本からの輸出だけでなく、海

外生産海外販売のチャネルにも展開するようになる。ここで、物流情報システムは、グローバル

対応をせまられることになる。物流の情報システムも、受発注、WMS（倉庫管理システム）、TMS

（輸配送管理システム）といった「点」のサポートから、輸出入のサポートや、国際市場をふま

えた在庫保有体制など新たなシステムサポートが必須になってきた。物流のサービスレベルを維

持して国際物流を運営するとなると、高度な情報システムの構築が必要になる。加えて、輸送中、

輸入者・輸出者双方で積送在庫が見えなくなると言う問題も出てきた。工場でコンテナ詰めされ

た貨物は、確かに本船に積まれたか、その本船が予定通りのスケジュールで出発したかなどの確

認が、在庫の把握のためには必要になってくる。また、あわせて海外の小売りでの販売情報など

もとらえづらくなってきている。 

国内生産・国内販売の頃は、把握していた製造、販売、在庫が海外生産海外販売では掴みづら

くなってしまった。 

国際物流では、メーカだけの努力では、自分の貨物が本船に積まれたか、予定どおりに通関さ

組織や国を越えたシームレス

なシステムが必要 

現場のロジ 

事業場のロジ 

企業内の統合 

ロジ 

サプライチェーン 

ロジ 

グローバル 

サプライチェーン 

ロジ

企業間の無駄ハイ 

アセットライト 

情報インターフェイスの標準化 

国をまたがった無駄ハイ 

貨物の可視化 

国際協業体制 

4PL アプローチ 

事業場間の無駄ハイ 

物流費の削減 

資産の変動化 

IT サポートによるスループットの工場 

 (倉庫管理システム，輸送管理システム） 

 あわせて IE 手法の駆使 

出典: SCM logistics IE 手法を使った現場ロジの 

効率化 
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れたかなどは把握出来ない。そのため、船社や、フォワーダなどに電話で問い合わせをするとい

うことが多くなってきた。 

 

いままでは、単一組織内の物流システムで、それに受発注などの EDIがセットになっており、

これがグローバルで展開されていれば十分であったものが、船社など他の企業や所管税関のよう

な公的システム等と密接に連携しなければスムーズな運営が出来なくなってきた。 

 

図 3 物流システムの変化 

 

 

２. 可視化情報の重要性 

下の図は、グローバル展開する上での企業の効率化テーマの一例である。企業や業種によって

は、これ以外の重点項目もあると思われる。この図を見て分かるのは、グローバルな効率化に可

視化（見える化）が果たす役割が大きいと言うことである。 

 

図 4 グローバル展開する上での企業の典型的な効率化テーマ（例） 
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(1) 可視化が出来ないために在庫が増えるケース（ブルウィップ現象） 

次に述べるのは可視化が出来ないことによる典型的な在庫増加のシナリオである。 

・一般的に、在庫回数が多くなるほどサプライチェーンのものの動きが見えなくなる。 

・海外展開により、生産拠点と販売の組織分化が始まり、売れた分だけ作るということが 

実現しづらくなる。 

・販売部門：販売機会損失の危惧から安全在庫が増える。（ブルウィップ現象） 

・製造現地法人は、在庫切れをなくすために、必要以上に生産量を増やす。 

・結果、販売できないまま陳腐化し廃棄する製品が多くなる。 

 

(2) その他の可視化ニーズ 

また、日常の需給調整業務をみても可視化のニーズが高い。典型的なものとしては次のような

ものがある。 

・出荷港を確実に出港したか、遅れる場合はいつ出港するか 

・輸入国 CY 到着後の通関許可完了情報を知りたい 

輸出入申告時間の効率化は、サービスレベルやリードタイムの改善に大きく影響する。通関手

続き上だけでなく需給調整にも影響を与える 

・ピークシーズン時のキャパシティ情報を正確に知りたい 

・発地のフライト情報（貨物が確実に搭載されたか）を知りたい 

    直行でなく、経由便の場合貨物がどこにあるか 

    カーゴミッシングの場合の追跡 

・ETA発行後の更新情報の取得 

後続の輸送モードの調整（ドレージ手配、レイルの調整） 

・営業 PO 毎の納期確定、ASNの送付 

・製品のシリアル番号単位でのトラッキング情報（品質面）を確保したい 

・海外の POS 販売情報をなるべく正確に取得したい 

 

■荷主として（SCM の観点から） 

１．貨物の可視化推進（得意先へのコンテナ直送・地方港分散陸揚げ） 

①航空、船舶とも、ATDの把握 

 ・・・実際に貨物が搭載されたことの確認が必要 

   航空便、非コンテナ船などの積み残し確認が出来ない 

   ATDが確認出来ないと、品薄商品の配分が確定できない 

②日本での ATAの把握～倉庫入庫までの可視化 

   コンテナ単位の ATAの把握をフォワーダ等を通じて把握することが必要 

   保税転送など空港内の状況把握 
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   大規模量販店へのコンテナ直送検討など 

   入港後、コンテナプールを経て、拠点倉庫に入るまで貨物が追跡できない 

   コンテナ単位での盗難防止 

   空バンの融通など 

２．高額商品の製造番号別のトラッキング 

   シリアル番号単位のトラッキングが必要 

３．RTI（リターナルトランスポートアイテム）の管理（国際ルール） 

  ISO/IEC1736Xシリーズで定義されている、リターナブル輸送容器などの管理 

 

(3) 可視化ニーズのキーポイント：関連組織との情報共有 

これらのニーズのほとんどは、自企業内だけで解決出来るものではないと言うことがポイント

となる。つまりは、他の企業（船社等）や、公的機関（税関）などの情報を収集しないと実現出

来ないと言うことである。 

ロジのステージをグローバルサプライチェーンロジまで進めるには、関連組織との情報共有が

必須となってくるのである。 
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３. 輸出入に係る課題 

グローバルサプライチェーンは、可視化さえ実現できれば良いというものではない。貿易手続

きや、国際受発注などの効率化も併せて必要である。 

 

(1) 直接貿易・間接貿易  

直接貿易（直貿）とは、海外の輸入者、輸出者と直接貿易をすることをいい、間接貿易（間貿）

とは商社などの仲介者を経由して貿易を行うことをいう。 

 

図 5 直貿と間貿 

 

出典：日本興和損保 

ここでは、可視化の観点を中心に述べるため直貿について述べることとする。 

 

(2) 従来の輸出通関における保税搬入原則 

わが国の輸出貨物に関わる通関手続を規定しているのは関税法である。かつて、わが国では輸

出申告を行う際には、必要に応じて税関検査を容易に行うために、原則として保税地域に貨物を

搬入しておく必要があった。この保税地域には、指定保税地域、保税蔵置場、保税工場、保税展

示場、総合保税地域の 5つの種類がある。ただし他所蔵置と言って、貨物が巨大重量物、危険物

または生鮮食料品などの蔵置・保管に特殊な施設、管理その他の理由で保税地域に蔵置すること

が困難な場合には、保税地域外に置くことが認められている。さらにコンテナを利用したドア・

ツー・ドア輸送の増大に対応して、税関は「コンテナ扱い」と言われる制度を導入した。この「コ

ンテナ扱い」は、輸出者が、輸出者指定の工場や倉庫でバン詰めをして、輸出通関を港頭地区の

保税地域（船会社のコンテナ・ターミナル）で行うことを可能とした。荷主がこの「コンテナ扱

い」を利用する場合は、「コンテナ扱い」の申請が必要となる。また「コンテナ扱い」が認めら

れる要件も定められており、検査の必要性がなく、かつ検査になっても支障がない等が満たされ

なければならない。ただし、この「コンテナ扱い」についても輸出の申告・許可はコンテナが

CY（コンテナ・ヤード）へ搬入された後となる。 

出典：佐賀大学 西道彦 
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(3) AEO制度・保税搬入原則の見直し 

前節で述べたように、保税搬入原則の下では、特別の場合を除いて、すべての輸出貨物は、税

関が認めた保税地域へ搬入しない限り、輸出を申告し、許可を受けることはできない。しかしな

がらドア・ツー・ドア輸送が増大する中、セキュリティを確保しながら、国内の生産拠点から船

積地点までの区間をどのように効率化を図るかが、グローバル SCM におけるリードタイムの短

縮、コスト削減の観点から重要となっていた。そこでわが国ではセキュリティの強化と貿易円滑

化の観点から関税法が改正され、AEO (Authorized Economic Operator)制度が導入された。その

柱の１つとして 2006年 3 月から特定輸出申告制度が施行された。この制度の下では、貨物のセ

キュリティ管理とコンプライアンス（法令遵守）の体制が整備されたものとして、予め税関長の

承認を受けた輸出者（特定輸出者）は、第 1号保税地域に貨物を搬入することなく、貨物が置か

れている輸出者の工場や倉庫等から貨物の船積みを予定している港や空港を管轄する税関に対

して輸出申告を行うことが可能である。この制度を輸出者が利用するメリットとしては、税関に

よる書類審査・貨物検査において、輸出者のセキュリティ管理とコンプライアンスが反映される

ことから、貨物の迅速かつ円滑な船積みが可能となり、リードタイムおよび物流コストの削減な

どが図られ、物流の予見可能性が高まることが挙げられる。 

出典：佐賀大学 西道彦 

 

また、2011 年より、保税搬入原則自体が見直されており、保税地域搬入前の輸出申告が可能

となっている。 
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４. 輸出入における一般的な業務の流れ 

(1) 輸出のケース 

図 6 荷主の一般的な輸出業務 

 

 

輸出貨物の準備 

貨物海上保険の付保 

船会社の選定 

船腹の予約（Booking） 

貨物の手配、バン詰め 

コンテナ手配、貨物の配送、保税上屋蔵置 

通関手続き（自前通関の荷主もある） 

B/L発行依頼、SAの送付 

船積書類の作成 HS管理 STC管理 危険物管理 

他法令手続き 

海
貨
業
者
に
委
託
す
る
こ
と
も
あ
る

 

海貨業者への業務発注（指示） 

製品の SCP・予算作成・需給調整 

需給調整、出荷指示、生産指示、購買指示 

受注 

直
接
貿
易
の
場
合
、
 

事
業
部
・
営
業
部
・
調
達
等
で
実
施
。
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貿
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合
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物
流
部
門
・
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で
実
施
。
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可
能
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等
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人
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が
可
能
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図 7 輸出までの手続き例 
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(2) 輸入のケース 

図 8 荷主の一般的な輸入業務 

搭載予定のすべての本船の遅延を調査 

本船動静、コンテナ別一覧の把握 

本船動静に応じて納品可能日を調整 

納品計画・最終納期回答 

アライバルノーティス確認 

コンテナ手配、貨物の配送、保税上屋蔵置 

通関手続き（自前通関の荷主もある） 

コンテナ別/モデル別の納品計画表 

他法令手続き 

海
貨

業
者

に
委

託
す

る
こ

と

も
あ
る

海貨業者への業務発注（指示） 

製品の SCP・予算作成・需給調整 

需給調整、出荷指示、生産指示、購買指示 

受注 

直
接
貿
易
の
場
合
、
 

事
業
部
・
営
業
部
・
調
達
等
で
実
施
。
 

直
接
貿
易
の
場
合
、
 

物
流
部
門
・
輸
出
入
部
門
で
実
施
。

 

依頼・指示 

Ｎ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｓ
か
ら
の
情
報
取
得
に
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可
視
化
可
能

 

問
い
合
わ
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等
の
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無
駄
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(3) 輸入の流れ 

 

図 9 輸入の流れ概要 

 
 

表 1 輸出入を巡るプレーヤ 

プレーヤ 説明 

コンテナヤード コンテナヤード：コンテナを荷役し、維持集約しておくところ。基本保税。 

CFS：混載貨物を積み込み、ブレークする場所。 

岸壁：船の着く場所 

ゲート：陸走車の出入り口 

フォワーダ 貨物運送利用者事業。輸送手段を利用し、運送を引き受ける。 

エアフレートフォワーダと NVPCC（非船舶運航事業者） 

海貨業 港湾運送事業法にもとづく、一般港湾運送業。＋通関、倉庫、貨物利用運

送を兼ねるところが多い。 

乙仲：港湾荷役業。（はしけ、通関、沿岸荷役、検量、倉庫など） 

通関業 通関（海貨が兼ねているところが多い） 

利用運送業 荷主から荷物を委託され、庸車で運ぶ事業。第２種はトラック＋船舶＋飛

行機＋鉄道＋集荷が可能。 

船社、船舶ブローカ 海上運送法に基づく海上運送業。 

保税蔵置場 税関当局が外国貨物を未通関のまま、通関後出荷までの間貨物を蔵置して

おくための許可を得た倉庫。 
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航空フォワーダ 航空運送と輸出入通関そしてそれ以外の周辺業務（ バリューアデッドサー

ビス：バーコード、バイヤーズコンソリデーション、受発注代行 他）を扱

う 

航空会社・インテグ

レータ 

航空会社とは、利用者から対価（航空運賃）を徴収して、航空機（主に飛

行機）を用いて旅客や貨物を輸送する組織。インテグレータはドアツード

ア 

 

 

図 10 日本の輸出入システム NACCS での主なプレーヤ 

 

 

サプライチェーンの可視化だけでなく、貿易に関するノウハウの蓄積や貿易に精通した人員の

育成が可能となる。また、海貨、フォワーダ、通関業者および銀行、保険会社、船会社、航空会

社等の関係者の間で変更、取り消しを含む情報の整合性をとり、情報システムでの連携が不可欠

である。 

 

最近は、荷主（輸出入者）が自前で通関を行うケースも増えている。海貨業者に頼む場合も、

発注指示である S/I、I/Iが必ずしも標準化されておらず、海貨業者に業務を発注する範囲が曖

昧な場合が多い。 
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図 11 輸出入の手続き 

 

 

(4) 官民業務 

輸出入における官民業務とは、荷主と税関、その他関係省庁に対して許認可申請を行う業務で

あり、日本の場合税関申告、他法令のほとんどのものは NACCS というシステムを使用している。 

NACCS については、後述するが、日本の場合ほとんど 100%近く NACCS を利用して業務が行われ

ている。NACCS 自体は、定期的に機能強化やリニューアルを行っており、執筆時点で、平成 29

を目処に第 6次の機能改善を行っている。 

 

(5) 民民業務 

上の図で、民とあるのは、民間同士の情報（文書）のやりとりである。荷主が輸出入を行う場

合、税関など当局以外に、船社、海貨業者など民間での情報のやりとりが必要になる。 

荷主から海貨業者に業務を委託する場合、S/Iという指示を出すことになっている（輸入の場

合は I/I）。このやり取りについては、中堅・中小企業等の多くは電話、FAX等で実施している。

一方で、大企業等でこれを EDI（電子データ）で交換する場合、荷主毎にそのフォーマットが区々

で、フォワーダは荷主毎に変換システムを組む必要がある。 

 

図 12 荷主システムと海貨業のシステムの接続実態

 
荷主毎に区々 
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そのため、海貨業者は、EDIで得た情報をそのまま自社システムに繋げず、再インプットして

いるケースも見受けられる。 

先に述べた NACCSの第6次更改で、このS/I業務を取り込むことが検討されている。その場合、

システムは次の構成となり、きわめてわかりやすい。荷主からは適したフォワーダを選択出来、

フォワーダにしても、荷主毎に EDI システムを構築する必要が無くなる。一方荷主側で、NACCS

の S/Iの項目を埋められないという問題もあり、今後第 6次更改までこのあたりを調整していく

ことになる。 

 

図 13 NACCS を使った民民業務（S/I）のイメージ 

 

 

また、ブッキング業務（荷主から船社に船腹を予約）も民民業務の代表的なものである。しか

しながら、ブッキングは、機械的なデータ交換では機能しないケースもあり、一部民民業務をサ

ポートするパッケージソフトなどで電子ブッキングが出来るものもあるが、電話、メールなどで

のオペレーションが多い。 

 

さらには、冒頭より述べている可視化に関する情報共有も荷主が行う民民業務の一つであり、

現状では、フォワーダに問い合わせているところも多い。なお、中堅・中小企業等の多くは可視

化に関する情報共有も難しい状況であることが多い。 
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(6) その他の荷主業務 

輸出入に必要な HS コード管理や、危険物、STC 管理などが、荷主が関わるものとして挙げら

れる。 

図 14 その他の荷主業務の概要 

 

 

 

図 15 輸出入業務の概要 

 

出典：JASTPRO 
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５. グローバルサプライチェーン可視化のための 7 つのキーワード W 

ほとんどの企業にとって、企業間、国を越えたサプライチェーンの効率化で実現すべき課題と

して「可視化」・「見える化」を挙げているのが現状である。特に、グローバルで生産、販売、

調達、在庫が分散している場合、それらがいつ、どこに、いくつあって、どういう状態かを掴む

ことは、効率化の第一歩であるといえる。たとえば、海外生産拠点からしてみると、前線の販売

在庫が分からなければ、過剰な生産を行う傾向にあるし、販売拠点では、次にいつ製品が入って

くるのか分からないから、余裕をもった在庫を在庫拠点ごとに持つことになるという具合である。

こういったことは、製品の追跡（トレーサビリティ）および結果として拠点別在庫の可視化がな

されていれば容易に防げることである。 

 

図 16 サプライチェーン可視化のためのキーワード 

 

 

(1) サプライチェーン可視化のために管理が必要な項目 

サプライチェーン可視化のために管理が必要な項目として、国際標準機関である ISOでは次の

7つの Wからはじまるキーワードを設定している。サプライチェーンの中で起こった、各種の出

来事（イベント）を、この 7 つのキーワードを使って表し、これらの出来事に横串を通すことで

可視化が推進される。 

表 2 サプライチェーン可視化のための管理要素 

WHO 個人 個人の識別 

WHAT 製品コード 製品の識別（SKU） 

WHICH(Item) 個品コード グローバルで重複しない製品のシリアル番号 

WHICH(Group) 特定グループ ロット番号、バッチ番号 

WHICH(Container) パッケージ ID グローバルで重複しない輸送ユニット 

WHERE ロケーション 曖昧さのない場所の識別 

WHEN 時刻 正確なタイムスタンプ 

HOW 方法 曖昧さのないプロセスの識別 

WHY 根拠 注文書/業務指示書 

出典：ISO 

WHO，WHAT，HOW 

WHICH(Container) 

WHERE WHEN WHY 

：トレースポイント
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標準化の必要性 

これら 7つの Wは自社内で使っているうちは、企業独自のコードで特に不都合は無いが、不特

定多数のパートナーや船社、公的システムとの情報交換が必要になると、これらは、世界的に決

められた公的コードを使う必要が出てくる。 

 

一般的に企業組織間で情報交換を行う場合、EDI（Electric Data Interchange）が使われる。

EDIは、国内においては、業界毎にフォーマットや使用するコードが決められており、自社のコ

ードと EDI用データ交換コードが異なる場合、EDIトランスレータというソフトウエアを使って

コード変換をしている。 

 

グローバルなサプライチェーンでの今まで述べたようなデータ交換の EDI は、国連 CEFACT が

ホストしている EDIFACTか ebXMLを使用することになっている。また、サプライチェーン上のも

のを識別する方法には、ISO/IEC 15459という規格で細かく定められている。 

 

(2) サプライチェーン高度化の原則 

サプライチェーン特にロジスティクスのシステムを構築する上で重要なキーワードが 3 つあ

ると考えられる。商物分離 情物一致、貨容分離というキーワードである。 

 

図 17 サプライチェーン高度化のキーワード 

 

① 商物分離とは･･･ 

一般的に、受注や納期回答など取引に関する情報のやりとりを商流という。一方、この

取引に伴ったり、その他の理由で実際のものを移動させたり、保管したりするための情報

を物流情報と呼ぶ。こういった取引情報は、一般的に EDI でやりとりすることが多い。商

物分離とは、この商流の情報とものの動きをあらわす物流情報を分けて管理することを指

す重要なポイントである。システムによっては、注文処理などを行うと、その情報が倉庫

や生産部門への出荷指示を兼ねる場合が往々にして見られる。この状態を商物未分化とで

も呼ぶこととする。高度なロジスティクスシステムを構築運用するための一番重要な点は、

商 物 分 離

情 物 一 致

貨 容 分 離

しばしば、PO（注文）などの情報をそのまま物流のSR(出荷

荷指示）として使用しているシステムがある。 

商流には、単価訂正などものの動きを伴わないものがある

。物流情報と、商流情報を分けて考えることが重要。 

コンピュータの指示無しにものを動かす。あるいは、その逆

などが多い。商流上の指示が無くても物理的にものを動か

したら、コンピュータ上のものも動くようなしくみが大事。現

場でものを動かした情報を吸い上げる仕組みが必要。 

バーコードやQR、RFIDなどの自動認識媒体には識別子が

はいるのが通常であるが、その識別子が貨物を表している

のか、輸送容器を表しているのか、包装容器を表している

のかが未分化。→今後、容器のみのトラッキングが重要に

なってくる。 
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商流情報と物流情報を分けて管理出来るシステム基盤を作ることである。たとえば、商流

には、価格の変更であるとか、請求先の変更など実際の「もの」の移動が伴わないものが

ままある。逆に、「もの」の側には、倉庫間の移動とか、格納場所の変更とか商流情報に

よらない動きがある。また、受注に使用する SKU と実際に入出庫するものの単位が異なる

場合も少なくない。これらを未分化の状態でシステム化すると、しばしばコンピュータ在

庫と実在庫が一致しないということになる。高度なロジスティクスシステムを構築するた

めには商物分離を志向することが最低限必要であると考える。 

 

② 情物一致とは･･･ 

物流情報は常に、現実のものと同期をとって管理する必要がある。実際の「もの」が、A

倉庫から B倉庫に移動したら、物流システム上の在庫も同時に B倉庫に移動させなければ、

在庫は不正確になってしまう。このような「もの」の動きとそれをカバーする情報システ

ムの情報が同期をとって進行するシステムを情物一致のシステムと呼ぶことにする。情物

一致のシステムを構築するには、実際のものの動きをいかに容易にしかもタイムリーにコ

ンピュータに入力するかがポイントとなる。そのためほとんどの物流システムでは、「も

の」の動きを用意にコンピュータに入力できるようバーコードや、二次元シンボル、RFID

などの自動認識媒体を実際の「もの」に付け、コンピュータへ簡単に入力する仕組みを持

っている。 

また、最近のグローバルなサプライチェーンでは、「もの」の動きそのものが見えなく

なる（つまり、船社まかせで、自社貨物がどこにあるのか見えない）ことが問題である。 

 

③ 貨容分離とは･･･ 

一方、最近のサプライチェーン、特にグローバルなサプライチェーンにおいては、輸送

機材や包装資材の管理も重要である。年間数十パーセントの物流機材がグローバルサプラ

イチェーンの中でロストされる。特に高額な金属製の輸送機器などが数十パーセントの単

位で紛失するとそのコストは、膨大なものになる。 

簡単な例を見てみよう。先ほど情物一致のためには、もの（＝個々では貨物）に識別子

を付けるというのが情物一致の原則であると述べた。下の図で、パレットにユニタイズし

た貨物に A0001 という識別子を仮に付けたとする。パレットをはいたトランスポートユニ

ットとして、これは識別が可能である。しかし、ここで次の工程を考えてみる。貨物が到

着し、ユニットがブレイクされると貨物の個品とパレットと言うことになる。では、この

A0001 というのは、ブレイクした時点で失効する識別子なのか、であるとすると、パレッ

トには全く識別子（背番号）が付いていないことになる。原点に戻るとそもそもこの A0001

は貨物の識別子であったのか、パレットという繰り返し使用する資産の識別子だったのか

が曖昧であることに気づく。 
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図 18 貨物と容器それぞれを識別しないと 

 

つまり物流システムにおいて、貨物取扱単位（トランスポートユニット）と、それに使

われるパレットなど輸送用資機材とを分けて管理しなければ、輸送用資機材そのものを管

理することは出来ないと言うことである。これを仮に貨容分離と呼ぶことにする。たとえ

ば、パレットというのは、それ自体輸送保管用の資機材であるが、これを管理するために、

パレット番号などのバーコードや RFIDを付けて管理している場合が見受けられる。しかる

にこのパレットに貨物をはい付けして、出荷単位にするようなケースで、パレット番号を

その貨物ユニットの識別として使用されることが多く見られる。パレット番号で貨物を管

理しても、ワンウエイで返却を要しない場合、それほど問題にならない。しかし、パレッ

トを空の状態で返却したり、別の容器に貨物を移したりする場合、その貨物取扱単位は、

もはやパレット番号では管理できなくなる。貨容分離の考え方では、貨物取扱単位（貨物

ユニット）の識別と、そのための資機材の識別は別に管理することが望ましい。具体的に

は、パレット番号と出荷番号（輸送識別子）を別に発番し、それらを関係付けるような物

流システムを構築することが望ましい。 

 

図 19 識別子の粒度 

 

 

パレット識別子

でこの貨物を表

すと… 

パレット識別子

はパレットに付

いたまま 

貨物はどうなる？ 

A0001 

A0001

?
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図 20パレットと貨物それぞれに識別子を付与し、それらをトランスポートユニットとする 

 

輸送識別子 

（SSCC/6J） 

輸送資材識別子 

（GRAI/25B） 

貨物 

（SGTIN/25S） 
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６. ブラインドスポット 

下の図は典型的な輸出入モデルである。これと上のニーズを合わせてみると、ニーズのほとん

どが自社の努力では解決出来ない部分であることが分かる。つまり、たとえば自社貨物を工場で

コンテナ詰めし、陸送、本船へ積み込む、という一連の業務は、そのほとんどがフォワーダや、

船社などが行う業務で、船積み書類にもとづいて、同時並行的に行われている。しかしながらそ

れらの業務進捗は、通常輸入者、輸出者双方から見えない。これを一般的にブラインドスポット

という。 

 

図 21ブラインドスポットのイメージ 

 
 

上の図で、ブラインドスポットと呼ばれる部分をハッチングしている。通常、輸入者、輸出者

双方ドレージ（陸送）から、通関、本船動静などはプレーヤが区々であり、情報システムのサポ

ートが無い場合、この間の情報（図で点線の部分）は船社やフォワーダ、商社などから電話やメ

ールで情報を受け取ることになる。 

 

グローバルな物流情報システムを構築する際の基本は、輸出入製品がいまどこにあってどのよ

うな状態かを把握することである。これは可視化である。その中でももっとも優先的に把握した

いが、輸出国から確かに貨物が積まれて出港したという ATD（Actual Time of Departure）情報

である。海外生産された製品が確かに出港したという情報は、需給調整のもっとも重要なトリガ

となる。もしこれが遅れた場合、輸入国での次の輸送手段の変更手配や、受注残の顧客との調整

などたくさんの調整事項が発生する。また、カーゴミッシングなどで貨物が行方不明などになれ

ば、さらなる緊急の在庫調整が必要になる。 

 

冒頭述べた需給調整やグローバルサプライチェーンの高度化を行うためには、このブラインド

スポットを無くし、可視化することが必要である。 
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典型的なグローバルサプライチェーンのフローを見てみる。図中下向き三角印は、一般的なト

レースポイントと考えられる。 

 

図 22 グローバルサプライチェーンのモデル 

 

 

このフローでは、輸出者から輸入者にモノを届けるまでに、さまざまなプレーヤ（荷主、陸送

会社、船社、貨物取扱業、各種エージェント、通関会社、税関など）が関わっている。これに可

視化という横串を通すためには、先に述べたものの識別子以外にも共通のコード（標準コード）

が必要となる。先に述べた 7 つの W、誰であるか(WHO)がはっきりしていて、かつどこで（where）、

いつ（When）、何のためにといたことを誤解の無いように共通のデータで共有することが肝要と

なる。 

 

図 23 インコタームズによる可視化情報取得主体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ATD ATA 
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７. ブラインドスポットを解消し可視化を進めるための方針 

これから、グローバルサプライチェーンでブラインドスポットを埋めるための方策について考

察する。 

ブラインドスポットを解消するためには、ブラインドスポットの情報を持っている組織から情

報を入手することである。一般的には EDIを使うことが多い。 

二つめは、冒頭述べたサプライチェーン可視化のための「7 つの W」を世界共通の言葉（コー

ド）で入手することである。 

 

図 24 可視化情報取得のためのキーワード 

 

(1) ブラインドスポットの情報をどこから入手するか 

① 関係プレーヤと EDI による情報交換方式 

船社などと直接ネットワークを構成し、必要な情報を入手する。この場合、相手の船社

と個別に調整が必要な他、EDIFACT（後述）などの標準的な EDIを使用する必要がある。 

 

図 25 船社との EDI 

 

 

船社 
 荷主 

EDI による本船動静情報

ブラインドスポット部分の情報を入手する 

その情報（貨物や輸送容器）に世界共通の識別子を付ける：7W 
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(2) 必要な情報を NACCS や colins といった公的なシステムから入手する 

下の図は、NACCS の輸出入ワークフローである。基本的に、NACCS に矢印がのびている業

務についての可視化情報は、NACCS から入手可能と言うことである。図でも分かるように、

輸入であれば、コンテナがゲートアウトした後、輸入者の指定場所までの部分がブライン

ドスポットとなり、相手国情報が見えないという課題は残るが、NACCS から荷主として可

視化情報を取得することは容易に実現出来る。なお、NACCS で入手できる情報は、BL 単位

でかつ輸出申告事項登録以降のステータス情報に限られる。 

しかしながら APP など海外関係機関との相互接続は、まだそれほど進展がなく、基本的

に日本国内の情報をとれると考えた方がよい。NACCS に荷主としてユーザ登録すれば情報

入手は可能である。NACCS は照会結果画面と同じ内容を検索した PC に保存出来るので、企

業可視化システムなどに自動的に取り込むことも容易である。 

図 26 NACCS のサポートワークフロー 

 

 

図 27 NACCS で入手できる情報 
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(3) Colins から本船動静を入手する 

国交省が推進しているコンテナの可視化基板 Colinsから、日本の主要港の本船動静情報

を入手出来る。Colinsは、船舶無線情報と、ターミナルシステムから情報を入手しており、

現時点では無料で利用出来る。B/L などをキーにして検索可能である。基本的に WEB での

検索となるが、GS1 が推進する EPCIS のクエリーインターフェイスを介しての情報入手も

可能である。なお、Colinsで入手できる情報は、コンテナのゲートイン日時、コンテナ積

卸日時、荷役開始時間予定・実績、出港予定・実績、CY 搬入日時等である。 

 

図 28 Colins での可視化情報の収集 

 

図 29 Colins で入手できる情報 

 

 

(4) AIS（船舶無線）による可視化情報の取得 

AIS とは The Automatic Identification System (AIS)の略で、船舶交通管制用にすべて

の船に搭載が義務つけられている船舶無線である。これをアンテナで受信すると、目的と

する船舶の緯度経度情報がほぼ数分おきに収集できる。この情報を提供しているプロバイ

ターミナルシ

ステム 

ターミナルシ

ステム 

ターミナル 

システム 

JR貨物 

トラッキング 

NEAL-net 

（日中韓） 

船舶無線 

WEBカメラ 

EPCIS 

Colins 
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ダもあり、契約すれば日本と中国の主要港の本船動静を入手出来る。船舶コードか、voyage 

No で検索可能となる。 

図 30 AIS（船舶無線）による可視化情報の例 

 

 

(5) パッケージソフトによる可視化 

また、各プレーヤ間での情報交換をパッケージにしたシステムが、数社から販売されて

いる。 

 

図 31 D 社のパッケージ機能（参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただ、必要なパートナーとデータ交換の交渉は個別に調整する必要があり、自社内で EDI

センタ機能などを持っている企業は、自社 EDI と、パッケージソフト利用の是非を検討す

ることが望ましい。 

アラートメールのサービスなど、サービス内容は各パッケージ毎に特色がある。検討に

当たっては、このあたりの詳細を検討して検討すべきであろう。 



28 

 

 

８. SIPS 

サプライチェーン情報基盤研究会（SIPS）は、国内におけるビジネスインフラ構築を進めてき

た次世代 EDI 推進協議会の成果（業界横断 EDI 仕様 V1.1）を継承し、グローバルな情報連携と

の相互運用性を保ちながら、その成果を金流・商流の情報連携を含め、サプライチェーンに関る

業務・業種に幅広く拡充してゆく役割も担って、国連 CEFACT日本委員会の下に設置された研究

会である。SIPS は、国連 CEFACTの国際 EDI標準の開発・保守に参画し、グローバルサプライチ

ェーン情報連携のための標準の整備を促進するための活動を行っている。 

 出典：SIPS 

 

【識別子について】 

前述の ISO/IEC 15459 では、それぞれサプライチェーンのためのものを表す識別子として次

の識別子を定めている。また、この規格では、ISOの識別子と、流通業を中心に使われている GS1

のふたつの識別子が定義されている。ISO、GS1 どちらを使うかは、取引者間の合意で形成され

る。 

このうち繰り返し容器（RPI）については、現状の 15459 では定義されておらず今後の改訂待

ちとなっている。 

 

図 32 サプライチェーン上のものの識別子 

  
  

貨物の識別子 ISO＝J,1J～6J GS1＝SSCC  

＝UCR（後述） 

繰り返し容器の識別子 ISO＝55B GS1＝GRAI 

輸送機材の識別子 ISO=25B GS1＝GRAI，GIAI 

コンテナの識別子 ISO＝7B（BIC コード）GS1＝GIAI 
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表 3 ISO/IEC15459 のものの識別子 

15459の規格 ISO：DI GS1：AI（EPC） 

15459-1 輸送ユニット J、1J～6J 00（SSCC） 

15459-5 返却可能な輸送容器 25B 55B 8003（GRAI）、8004（GIAI） 

15459-4 製品および製品包装 25S 3I 01+21（SGTIN） 

15459-6 グルーピング 25T 01+10 

 

９. 貨物識別子（UCR） 

グローバルなサプライチェーンで可視化を実現するには、その対象となる貨物について、絶対

重複しない識別子が必要となる。現在の NACCS は、「輸出管理番号＋貨物管理番号」として輸出

者から本船までを通した現品の背番号を使用している。この貨物管理番号をグローバルで共通な

ものにし、個々の貨物に重複しない識別子をつけるしくみが UCRナンバーとなる。下の図は、輸

出入に関わるさまざまな番号であるが、コンテナ番号以外にドアツードアで識別出来るものが無

い。LCL貨物や在来船貨物では一気通貫の背番号というものは存在せず、シッピングマークがそ

の役割を担っている。UCR は世界税関機構（WCO）が勧告しているグローバルに共通の貨物識別

子となる。 

 

図 33 輸出入に関わる種々の番号 

 

出典：GS1 T&L 

UCR 
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(1) UCR とは 

UCR は税関の検査での現品識別、セキュリティの観点だけでなく、荷主の可視化ニーズの観点

からも非常に重要な識別子となる。 

NACCS では、既に、この UCR をにらんだ 35 桁のフィールドが用意されている。UCR は

ISO/IEC15459-1 を、この UCR に使用することを推奨している。15459では後述の様に IAC という

機関に登録されている企業コードを使うことになっている。現在 NACCS では部課などを識別でき

る輸出入者符号を税関で付与しているが、EU では 2009 年 11 月に、欧州共通企業コード：EORI

（Economic  operators‘Registration & Identification number）の運用が始まっている。 

また、NACCS では、NACCS取引先コードという JASTPROでホストしている IDも利用されている

が、現時点でどちらも IAC に登録された発番機関ではないので、NACCS コードを IAC に登録する

ことで、今の貨物管理番号を正式に UCR として使えるようになる。 

 

(2) UCR の効果 

UCR の効果としては以下が挙げられる。 

・グローバルサプライチェーンでの可視化推進 

・安全かつ着実なクロスボーダーの実現 

・シンプルな通関の統合処理を可能にする 

・品物の到着前に危険物の査定、処理が可能となる 

・通関処理の迅速化、現品検査の迅速化、コンプライアンス・コストの低減と税関協力の促進 

・グローバルロジスティックスにおいて情物一致を実現できる 

・キャリアーと輸入業者間の重複データの削減 

・通関申告に必要なデータの量を減らす 

・一般貨物受理、取り扱いおよび港での荷扱いの容易さ 

 

図 34 WCO の推奨する UCR のユースケース 

 

出典：WCO 
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(3) UCR の粒度 

UCRは貨物単位に付番すべきものと考えられる。現在NACCSなどでキーとして使われている B/L

番号の枝番と考えると理解しやすい。 

 

図 35 貨物識別子 UCR 

 

 

(4) UCR の具体的様式 

ISO/IEC15459-1 で定められている推奨 UCR は次の 2種類である。 

図 36 UCR の具体的様式の例 

 
出典：ISO 

出典：WCO 
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(5) UCR の構成 

ISO様式の UCR は以下の構成になっている。重要なのは IAC と CINであり、現在の NACCS コー

ドも IAC に登録すれば、正式な UCR として使用できるようになることである。 

 

図 37 UCR の構成（ISO/IEC 15459） 

 

 

(6) CIN に日本輸出入者標準コードを登録 

NACCS コードでは「日本輸出入者標準コード」と言い、「標準コード」、「輸出入者符号」、

「輸出入者コード」、「NACCS コード」、「ジャストプロ番号」等とも呼ばれている。（財）日

本貿易関係手続簡易化協会（JASTPRO）が管理している。輸出入者が登録をすると、同協会から

12桁の数字またはアルファベットの組み合わせによるコード番号が交付される。 

 

コードは12桁で、P001KH230000のように P00と本支店コードである 4桁の数字が前後につく。 

 

表 4 JASTPRO コードを IAC として登録した場合の UCR 構成 

DI IAC CIN SN 

6J （ジャストプロ） NACCS コード シリアル番号 

 

(7) 税関発給コード（参考） 

JASTPRO が発行する輸出入者コードとは別に、平成 20 年度より税関が無償で「税関発給コー

ド」を発給している（日本輸出入者標準コードと同様に 12桁のコードで構成されている）。 

税関は、輸出入者等からの発給申請後、申請者が実在していることの確認（存在確認）等の諸

手続きを経て、コードを発給する。 
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メリットは、（財）日本貿易関係手続簡易化協会の発行する輸出入者コードとほぼ同じだが、

貨物を輸出または輸入しようとする者を対象とする税関輸出入者コードの他に、貨物の仕向人ま

たは仕出人を対象とする仕向人・仕出人コードとがある。 

出典：JASTPRO 

 

(8) 現状の NACCS のコードに UCR を使用する 

荷主等は、現状の輸入では B/L番号、輸出は輸出管理番号＋貨物管理番号（NACCS が輸出貨物

ごとに払い出す番号）により、貨物の可視化を行っている。輸出についてはこれを、上記のとお

り UCR に対応させた NACCS コードを使用すれば、現状の NACCS の仕組みで UCR を使用することが

可能となる。 

 

図 38 現状の NACCS の番号体系 

 

出典：NACCS 

 

(9) 他国税関システムとの関係 

当面税関を含めた正式な UCR としての運用は、まだ他国税関の動向を見ないと進展が望めない

が、今の状態でも貨物可視化の観点からは、UCR を十分使用することが可能と考えられる。 
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図 39 現状のシステムでの UCR の使用方法（イメージ） 

 

 

 

(10) 他国の動向（参考） 

韓国では UCR を使用した貨物管理を計画している。 

 

図 40 韓国での UCR 使用イメージ 

 

出典：韓国国土海洋省 
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１０. データ交換 

可視化情報の交換をする場合、もっとも基本となるのが EDIを使用することである。一般的に

海運関係では UN の EDIFACT を使用することが多い。また、NACCS では、XML/EDI である ebXML

も採用している。 

 

(1) EDI による標準メッセージの交換 

EDIとは、企業間、組織間で相互に理解できる電文を採用してネットワークを使って電子的に

データ交換を行うシステムで、一般的に以下の 4つを相互理解出来るように調整することが重要

である。 

 

図 41 EDIを推進する際の標準化項目 

 

 

 

 

(2) EDIFACT 

UN（国連）のホストする UN/EDIFACT は、もっとも採用されている EDI の一つである。メッセ

ージの数が多く、実際の使用に際しては、業界毎にその運用マニュアルともいうべきメッセージ

やコードの定義がされており、これを MIG（Message Implement Guideline）としてメンテナン

ス、および管理を行っている。実際の運用に当たっては、取引先と、該当メッセージの MIGに従

ってマッピングすることになる。 

 

図 42 UN/EDIFACT と MIG 

 

 

UN/EDIFACT用 MIG 

汎用性が高い国際標準 

・利用目的に応じた運用マニ

ュアル。 

・使用するコード等も決まっ

ている 

UN/EDIFACT用 MIG 

汎用性が高い国際標準 

・利用目的に応じた運用マニ

ュアル。 

・使用するコード等も決まっ

ている 

UN/EDIFACT 

 

汎用性が高い国際標準 

・世界でもっとも使われて 

いる国際標準。 

・船社とのやりとりなどで 

採用されることが多い。 

 

UN/EDIFACT用 MIG 

汎用性が高い国際標準 

・利用目的に応じた 

運用マニュアル。 

・使用するコード等も 

決まっている 

業界毎に設定されている。データ交換に当

たっては MIGをベースに調整する 
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図 43 主な関係 MIG 

ＭＩＧのグループ 説明 

ITIGG（International 

Transport 

Implementation 

Guidelines Group） 

UN/CEFACTフォーラムの輸送関係 UN/EDIFACT 標準メッセージ開発グルー

プである TBG3 内に設けられた開発・実装サブグループであり、MIG 作成

指針（Principles and Rules）を定めている。 

SMDG（Ship-Planning 

Message Design Group） 

UN/EDIFACT ボードにより認められた汎欧州ユーザグループで、船社／コ

ンテナターミナル間などで使用されている UN/EDIFACT 標準メッセージ

および MIGの開発を、ITIGG で定めた MIG 作成指針に基づいて行なって

いる。 

eCom：GS1  商取引に関して開発した UN/EDIFACT。但し GS1japanはサポートしていな

い。 

 

(3) EDI の意義（標準化） 

 

表 5 主な海上関係 EDIFACT メッセージ 

 

出典：JASTPRO 
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(4) 船社との EDIメッセージの例 

 

図 44 船社との EDI メッセージ 
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表 6 MIGの例 

 

 

表 7 ステータスの意味 

UN/EDIFACT   ITIGG 

M (Mandatory) always M (Mandatory – must always be used) 

C (Conditional) either R (Required – must always be used) 

 
or O (optional – may be used by agreement if   required)

or D (dependent – must be used if certain conditions apply)

or X (not used) 
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(5) MIG の標準化 

下の図は、コンテナターミナルと、船社との EDIをイメージしたものであるが、このように通

常 EDIは、1 対 1 で TPA（取引者間合意）を得るものなので、MIGは、各船社毎に異なる可能性

がある。荷主と船社との間も基本的に同様であるので、可視化情報としての本船動静などをやり

とりする際は、注意が必要である。 

可視化情報の共有化のためのシステムサービスも存在するので、最適な方式を選ぶようにした

い。 

図 45 ピアツーピア EDI 接続と MIG の関係 

 

 

  

■輸入の場合のメッセージ交換 ■輸出の場合のメッセージ交換 
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１１. NACCS 

(1) NACCS の概要 

輸出入・港湾関連情報処理システム（NACCS）は、国際物流に関わる官民の利用者が、それぞ

れの業務に応じ情報を入出力することにより、利用者全体の業務処理の迅速化、効率化を図るた

めのオンラインシステムである。昭和 53年 8月、輸入航空貨物に係る一連の税関手続及び関連

民間業務を処理するために AIR-NACS として稼働を開始した。そして、平成 3年 10月からは海上

貨物に係る輸出入通関業務等の税関手続を処理にも拡大し SEA-NACCS として稼動を開始してい

る。NACCS は、税関、関係行政機関及び関連民間業界をオンラインで結び、輸出入等関連業務を

迅速に処理している。海上貨物の総輸出入許可件数のうち約 95%が、航空貨物の約 99%が NACCS

によって処理されている。 

 

(2) 主な業務 

システムでは、主に税関手続や関連する民間業務を一元的に処理している。 

 

図 46 NACCS の機能 

 

 

(3) 荷主機能 

上記の NACCS の機能図を見ると分かるとおり、荷主業務も対象となっている。NACCS は輸出入

を行う一般企業にとっては、海貨業者との接点だけと思われがちであるが、荷主として NACCS

を利用すると、下の図にあるようなワークフローの着工完工時刻や状態（ステータス）を見るこ

とが出来る。この後、冒頭から述べている可視化情報を NACCS から入手する方法について考察す

る。 

NACCSシングルウィンドウ 

SEA AIR 共通業務 その他 

航空会社業務 

機用品教務 

混載業務 

航空貨物代理店業務 

保税蔵置場業務 

税関業務 

通関業務 

銀行業務 

管理統計業務 

外為関係業務 

 

食品，動植物等他法令業務

 

国際連係機能 

NSS２ 

海貨業務 

NVOCC 業務 

船会社業務 

船舶代理店業務 

コンテナヤード業務 

荷主業務 

港湾入出港業務 
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(4) 可視化プラットフォームとしての NACCS 

 

図 47 輸出入各プレーヤのシステム機能と NACCS による情報共有 

 

 

(5) シングルウィンドウ 

NACCS は輸出入に関わるプレーヤ間で、同時並行的に行われる業務を一元化し、リアルタイム

で、官民、民民業務さらには、海外税関、24 時間前ルールに準じた出向元船社からのマニュフ

ェスト情報の収集を含め各種情報共有を実現している。 

 

図 48 NACCS のネットワークシステム構成 

 

出典：NACCS 
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シングルウィンドウは以下のメリットがある。 

・貿易関連組織、それらのブランチで標準化された情報を共有する。 

・輸入、輸出およびトランシットをすべて単式記入（一度のインプット）とドキュメント、お

よびそれらに関連する要件を満たす。 

・貿易促進手段。 

・トレーダー、運送業者が国境検査時に、シングルのポータルを使って標準化されたフォーマ

ットで品物の申告データを一度にすべて提出することが可能になる。 

・シングルのウィンドウを管理し、かつ運用する各当局や機関が情報のアクセス出来、実際に

管理権限から情報を取り出せることを保証する。つまりトレーダー、運送者が複数の許認可

機関、機関に同じデータを提出する必要を省略する。 

 

(6) NACCS の情報交換手段 

輸出を想定すると、日本の複数の事業場から複数の港、海貨業者、フォワーダ、船会社、航空

会社を経由して、複数の外国の港と、物流会社の手を経て、複数の納入先に届けられるが、その

過程では、複数の税関での手続きが行われる。そして、その過程で、いくつもの電算機システム

によるデータ処理が行われる。このような、多くの内外の関係者間での貿易データの EDI（電子

的データ交換）を、上流から下流にスムーズに行うため、インボイスや、積荷目録などのデータ

の標準化作業結果は、国連の UN/EDIFACT メッセージとして公開されており、NACCS でも一部は、

この EDIFACTによる送信が行えるようになっている。 

 

表 8 NACCS の情報交換手段の概要 

種類 概要 

インタラクティブ方式 
1 件の処理要求電文を送信後、即時に処し結果電文が NACCS か

ら返信される。 

netNACCS 

（インタラクティブ） 

インターネットを利用したインタラクティブ処理方式 

ebMS処理方式 

（インタラクティブ） 

利用者側 ebMS サーバと NACCS センターサーバを、ネットワー

ク・トランスポート層に TCP/IP、その上位層を HTTPS で接続し、

ebMS2.0 で送受信処理を行う方式。ebMS2.0 のマルチペイロー

ド機能を採用することにより、複数件の処理をまとめて送信す

ることができる。 

メール処理方式 

処理要求電文を送信後、一定時間経過後に、処理結果を NACCS

のメールサーバに取りに行く方式 

処理結果電文を一括で取得する 
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(7) NACCS と EDIFACT で接続する 

 

図 49 NACCS と EDIFACT での接続概要 

 

 

(8) NACCS と eBMS で接続する。 

 

図 50 NACCS と eBMS での接続概要 
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(9) 貨物情報照会 

NACCS の中でも荷主可視化情報の取得として有効なのが下図の貨物情報照会画面である。本画

面は、荷主（輸出入）に関わるさまざまな情報を NACCS から B/L単位で取得することが出来る。 

 

表 9 NACCS 貨物情報照会から入手出来る情報 

概要情報 全体情報 

貨物状況情報 荷送受人情報 

搬入予定情報 入出庫管理情報 

搬出入情報 輸出入申告関連情報 

保税運送関連情報 輸出入許可情報 

保税運送申告等税関手続情報 コンテナ貨物情報 

船積情報 積戻し貨物到着時情報 

船卸情報 事故情報 

搬入時申告情報 フリータイム情報 

船卸状況情報 請求情報 

 

図 51 NACCS 貨物情報照会画面 

 

 

出典：NACCS
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図 52 貨物情報検索結果（SAMPLE） 
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図 53 コンテナ情報照会結果（SAMPLE） 
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図 54 現在荷主が照会可能な NACCS 情報画面 

照会名 説明 

国内貨物運送申告照会 内国貨物運送申請情報の照会 

船会社受委託関係情報照会 船会社と船舶代理店の受委託関係の照会 

船舶コード照会 船名を入れると船舶コード、船舶運用者コード、名称を照会 

船積み指図書照会 システムに登録されている S/I 情報を照会 

バンニング情報 コンテナ単位の CLP 情報を照会 

船積みコンテナ情報照会 船積みする本船単位に関連する輸出コンテナ情報を照会する 

船積み情報照会 船積み確認事項登録で登録した内容を、本船、積出港、ブッキング番号単

位に照会する 

輸出者別包括受理番号照会 同左の情報を輸出者単位で照会 

輸入指示書 海貨業者への指示書を登録 

貨物情報照会 貨物状況や通関状況および搬出入状況を照会する 

コンテナ情報照会 コンテナ単位にコンテナ情報を照会する 

輸出入者情報照会 輸出入者コードに基づき、輸出入者の情報を照会する 

一括納付書一覧照会  

口座照会  

為替レート照会  

担保照会  

特恵税率適応照会  

延滞税額計算照会  

MPN 状況照会 

納付期限延長依頼 
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(10) 次期更改時の WEB照会（予定） 

次期第 6次 NACCS では、上記に加え WEB による照会機能の提供が予定されている。下の図で輸

出入者に○が付いているものは、WEB上で照会が可能となる見込みである。 

 

図 55 次期更改時の WEB 照会イメージ 
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以上いずれも出典：NACCS 
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(11) 出航前 24 時間前報告業務と可視化情報 

平成 26年度から日本でも、相手国出国 24時間前までに積荷目録（マニュフェスト）を提出す

る日本版 24時間前ルール（JP24）が開始される。これにより NACCS は、初めて海外の船社、NVOCC

と情報共有することになる。この情報は当面関税局が使用するが、積荷目録情報は荷主可視化の

観点からも非常に魅力的なものである。 

この情報が荷主に開示されれば、サプライチェーンの可視化で一番重要な相手国の ATD 情報

が NACCS からとれることになるため、今後の情報利用促進が期待される。 

 

図 56 日本版出航前２４時間前報告業務からの情報取得可能性 

 

 

出典：関税局資料に加筆 

輸出国 ATD 情報・明細 
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(12) 海貨業システムの機能 

海貨業システムは、NACCS と綿密に連携しながら、荷主の委託業務を処理する。 

海貨業システムから、必要な情報を入手する場合、基本的には NACCS を介して行う。 

コンテナピックアップや、陸送車両の RTLS などの可視化が今後期待される。 

図 57 海貨業システムの機能概要 

 

(13) コンテナヤードシスシステムの機能 

コンテナヤードは、本船、海貨業などと NACCS で連携しながらコンテナヤードのスムーズな運

用をサポートしている。ここも基本的に NACCS を介して情報を入手可能である。 

図 58 コンテナヤードシスシステムの機能概要 

 
 

コンテナヤードシスシステム 

NACCS 

インターフェイ

EDI（船社との） 輸入管理 本船情報管理 

ペイプラン受信 

マニュフェスト受信 

・マニュフェスト登録 

・マニュフェスト/ 

ペイプランマッチング 

・輸入対資・搬出許可確認

本船動静登録 

本船ペイプラン登録 

コンテナ台帳 

作業進捗管理 

海貨業システム 

NACCS インター

フェイス 

EDI（荷主との）

S/I登録、照会 

輸出 

S/I 管理 

通関管理 

船積み管理 

CFS管理 

請求支払い管理 

輸入 

 

I/I 管理 

通関管理 

船積み管理 

配送管理 

 ・陸送手配 

・コンテナピックアップ 

請求支払い管理 

ゲート処理 ヤードプラン 本船プラン 作業・荷役機器

管理 

ヤード船卸計画作成 

ヤード内シフト計画 

本船登録 

本船プラン（ガントリー

クレーン割り当て計画，

揚荷役順番決定，揚予定

ヤード座標決定） 

搬出受付（IN ゲート） 

搬出登録（OUT ゲート） 

空バン戻り搬入 
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１２. Colins ：コンテナターミナルの可視化 

コンテナ物流情報サービス（Colins）は、ターミナルオペレーター、荷主、海貨事業者、運送

事業者等の、関係事業者間で一元的にコンテナ物流情報を共有化するための会員登録制のウェブ

サイト型の情報システムである。国土交通省港湾局が中心となりシステム開発及び運営されてい

る（2010 年 4 月からサービス開始）。多様な関係者が必要な情報をリアルタイムに共有するこ

とにより、情報が可視化され物流業務の効率化、高度化に資する。今後本機能のうち本船動静な

ど主要機能は、次期 NACCS に統合される予定とされている。 

 

図 59 Colins の概要 

 

出典：国交省 

１３. NEAL-NET 

日中韓がそれぞれ構築している港湾の物流情報システム（日本側はコンテナ物流情報サービス

(Colins))を相互接続し、日中韓の港湾間の船舶動静情報(離着岸情報)、コンテナ動静情報(ゲー

トイン・ゲートアウト、船積み・船卸し)等をインターネット上で一元的に幅広く提供できるよ

うにする取組を推進している。 

 

図 60 NEAL-NET のイメージ 

 

出典：国交省 
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１４. IT-Friends 

(1) JR 貨物の可視化 

JR 貨物では、平成 17年 8月から鉄道コンテナ輸送の総合的な管理システムである「IT-FRENS

＆TRACE システム」を稼動している。物駅でのフォークリフトによるコンテナ荷役作業を管理す

る「TRACE システム」は、GPS と IDタグ(無線 IC タグ)を組み合わせて、貨物駅構内におけるコ

ンテナの位置管理を行うシステムである。IT-Friends では、JR 貨物の位置情報が取得出来る。

また、後に述べるNEAL-NETと連携したSEA and Railビジビリティを実現することも可能である。

現在この情報は Colins からも取得出来る。 

図 61 JR 貨物の可視化概要 

 

出典：JR 貨物 

(2) NEAL-NET と Colins と IT-Friends 

NEAL-NET、Colins と IT-Frends を使った SEA and Rail の可視化の取り組みを示す。 

図 62 Sea 8 Rail 可視化の例 
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１５. 電子インボイス等可視化情報以外の船積みデータ共有について（参考） 

NACCS では、電子インボイスを推進している。登録した電子インボイスは、通関法上、「仕入

れ書」として扱われ、書面での提出が不要になる。事項登録の際、業務画面に展開できる。 

 

電子インボイスの税関間の情報交換、民間での情報受け渡しは、AAPなど税関情報の共有化の

進展を見守る必要がある。また、前述したパッケージソフトはこの範疇をサポートしているもの

もある。 

 

図 63 電子インボイス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：NACCS 

 

１６. 貿易金融 EDI（B/L の電子化）等可視化以外で金流の情報交換について（参考） 

(1) 貿易金融 EDI の概要 

国際貿易取引では、一般的に B/L（船荷証券）や INVOICE（送リ状）などの船積み書類が紙ベ

ースでやりとりされている。また、銀行を介して貿易代金決済を行い、輸入者に送付されている。 

輸入者はこの船積み書類が無いと貨物を引き取ることが出来ない。 

現在これらの船積み書類のやりとりと、代金決済についてもネットワークを利用した EDIで実

現しようとする動きがいくつかある。このネットワークには、輸出入者の他に銀行（買取・取立

て）、損害保険会社、海貨業者、通関業者などが参加する。B/L（船荷証券）の電子化に加え、

B/Lの所持人を貨物の所有者と認める、有価証券としての流通性（所有権の移転）も確保できる

ことが重要である。 

またマルチプレーヤによるグローバルなネットワークであり、船社とのやりとり同様データや

伝送フォーマットの標準化は必須である。 
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図 64主な金融 EDI 

 BOLERO TED I TSU 

正式名称 
Bill of Loading 

Electronic Repository 

organization 

=Trade Electronics 

Data Interchange 

Trade Service Utility 

ホスト 
Bolero International 

Ltd. 

TEDI（民間団体） 

経産省が支援 

ICC（国際商業会議所） 

 世界の主要金融機関が

参加し、国際的な銀行間

決済サービスを提供し

ているSWIFTと運輸企業

で構成する 

参加者に法的枠組みを

提供し、データの受発信

と配送および保存の確

実性と安全性について

責任と義務を負い、世界

の国際取引関係者に共

通のプラットフォーム

を提供する 

東アジア間での貿易の

電子化推進 

「B/Lの危機」に対応。 

SWIFT(Society for 

Worldwide Interbank 

Financial 

Telecommunication) 

が、貿易決済の電子化サ

ービス 

銀行間での L/C の輸出

入などの書類は、紙ベー

スでクーリエ等を使用

して送付してきたが、時

間が掛かり、貨物が先行

して港に到着するなど

に対応 

EDI Bolero XML を利用し 

て、荷主、船会社、フォ

ワーダ、銀行、保険会社

と異業種間のデータ交

換 

標準貿易文書の提供 

 貿易当事者間の共通

認識を可能とし、貿易手

続電子化を可能とする。

主要貿易文書（I／V、P

／L等約 30種類）の標準

化形式を利用できる。標

準化は、国際標準である

UN/EDIFACTおよびSWIFT

に準拠し、XML形式 

TT Clubを設立母体とし

た貿易金融 EDI システ

ム。貿易ドキュメント標

準化のための XML(次世

代情報言語)開発に取り

組み、貿易電子化のイン

フラストラクチャーの

機能を果たす。 

 

ワークフロー

による権限管

理／処理連携 

参加者がシステム構築

に投資が必要 

 

銀行間については TSU 

に任せる 

・貿易文書の作成／承認

／表示・印刷 

 貿易文書の作成、承認

（電子署名の付与）およ

び表示・印刷を Web上で

可能とする機能 

・貿易文書間の項目転記

／マッチング 

 貿易文書は、その作成

にあたり、他文書からの

項目転記機能 

輸入者、輸出者の銀行が

それぞれ取引書類を入

力したデータが電子的

に合致すると、銀行間で

の決裁が行われる。 

関連システム

連携機能 

原産地証明書や動植物

検疫など公の機関が発

行している書類につい

ては電子化されていな

い 

社内の他システムと連

携し、他システムとの連

携機能。他システムで作

成された、貿易文書情報

等の有効利用が可能。 

やり取りした文書をあ

とから否定できない仕

組み「リポジトリ・サー

ビス・プロバイダ」（RSP）

を提供 

1.輸入者と輸出者とで

売買契約が成立  

2. 輸入者が契約書を輸

入者の取引銀行に提出、

銀行はそのデータを TSU

に登録する。  

3. 輸出者も契約書を輸

出者の取引銀行に提出、

船積後には Transport 

Dataとしてインボイス
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 BOLERO TED I TSU 

や B/Lも輸出者の取引銀

行に提出。銀行はそのデ

ータを TSU に登録する。

（なお、B/Lは元本を提

出するが、銀行より返却

されるので、輸出者が

B/Lを輸入者に送る。） 

4. 双方のデータがマッ

チングすると、銀行間で

の決裁が行われる。 

オプション ボレロへの加盟時にこ

の Rule Book への同意

が必要 

ボレロの親会社は SWIFT 

であるが、 

実際にボレロに加入し

て、実用化している銀行

が少ない 

 BPO(Bank Payment 

Obligation) 
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１７. HS コードなど可視化以外で荷主が管理すべき項目（参考） 

「HS コード」とは、「商品の名称および分類についての統一システム」（“Harmonized Commodity 

Description and Coding System”＝以下、HS と略す）として、国際貿易商品の名称および分類

を世界的に統一する目的のために作られたコードである。世界税関機構（WCO）のもと、日本を

含む主要貿易国など 138の国・地域がこの条約の加盟国である。その品目コードから、関税率、

原産地規則を調べることができる。品目コード（日本では、9桁の統計番号）は品目の種類毎に

分かれており構成は「類＝上 2桁」と「項＝上 4桁」、「号＝上 6桁」に「統計細分＝下 3桁」

を加えた番号からなり類→項→号→統計細分と桁数が多くなるに従って、より細かな細分で種類

分けされる。6桁までは世界共通だが、7桁目からは国別となっている。日本は 9桁まで、アメ

リカでは 10桁まである。 

 

図 65 HS コードの管理 

 

 

またスムーズな処理を考えるためには、自社の製品マスタなどと HS コードを関連づけておく

ことも重要となる。 

HS コードは、所管税関他官庁の指導などを反映出来るよう、ある程度の学習機能を持たせる

ことも検討すべきである。 

 

図 66 HS コードの管理のあり方 
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１８.  あるべき姿 

いままで述べてきたように、グローバルなサプライチェーンの可視化を推進するためには、海

外の関連企業や取引先との情報共有など自社（および取引先）のシステム整備だけでは、これを

完結させることは難しい。前述のグローバルサプライチェーン中のブラインドスポット（輸送中、

税関申告など）をどう埋めていくかが重要である。つまり、自社＋取引先の効率化（情報共有化）

に加え、船社など民民の業務、通関などの官民業務からも情報を取得する必要がある。 

その中でも、ブラインドスポットである通関や、本船への貨物積み込みについては、荷主が自

社システムと NACCS とを連携すれば、正確な情報を取得可能となる。ただし、本来、NACCS は通

関業務の電子化を主たる目的とするシステムであるため、荷主がそのことを知らないことが課題

となっている。 

 

加えて、現在のサプライチェーンには、グローバルで国や組織を越えた貨物の共通背番号が存

在しない。そのため前述の UCR の整備が必要である。 

 

図 67 サプライチェーン高度化のための手順（まとめ） 

 

 

図 68 は、ISO のサプライチェーン可視化の際に使われる WORM モデルを図式化したものであ

る。 

WORM とは、Write Once Read Manyの略で、いったん付けた識別子をサプライチェーンの全行

程で繰り返し使用すると言うことである。 

企業グローバルサプラ

イチェーンの高度化 

自社，取引先間の 

情報効率化 

船社，フォワーダなど

ロジプレーヤとの情報

効率化 

官民業務の効率化 

関係プレーヤとの EDI 

公的システムとの接続

（NACCS，colins…） 

パッケージシステム 

の利用 

NACCS の利用 

グ
ロ
ー
バ
ル
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
高
度
化

 

貨 物 識 別 子 の 整 備

（UCR） 
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図 68 グローバルサプライチェーンの情報の流れ（モデル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 69 これらに対応した物流システムのあり方 

 

 

 

 

  

得意 販売 生産 

物流（WMS、TMS） 

従来型の物流管理システム 

得意 販売 生産 

物流（SCM ロジ） 

パートナーと

の接続 

税関等公的 

システムとの

接続

グローバルな物流管理システム 

輸出入管理 
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図 70 具体的なシステムのマッピング（イメージ） 

 

 

 

 

１９.  サプライチェーンを含めた全体の整合性 

さらに、物流だけでなく、商流（取引）、金流（決済など金の流れ）の全体をバランス良く組

み合わせ、今までのような自企業と取引先だけの関係でなく、公的システムやグローバルな物流

で関わるさまざまなプレーヤとの連携をしつつ企業全体のサプライチェーン効率化を図ってい

くべきと考えられる。 

そのためには、公的システムの動向などをウォッチしていく必要があるとともに、全体を共通

語（＝標準）で表す努力が重要と思われる。 
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図 71 サプライチェーン全体の構成イメージ 

 

 

表 10 全体でのイメージ 

 

 個別企業が 

整備すべき 

官民インフラを 

整備すべき 

民民インフラを 

整備すべき 

SCM 

（可視化に焦点） 

○（自社内のもの

の動き） 
○（情報の入手）

○（EDI等） 

パッケージソフト利用 

商流 ○ － ○ 

物流 ○ ○ ○ 

金流 ○ △ △ 

その他（輸出入申告、

セキュリティ） 
○ ○ 

 

 

 

２０. 最後に 

本ガイドラインは、サプライチェーン全体の効率化を図るための、物流システムのあり方につ

いて主として可視化の観点からまとめたものである。不足項目も多々あると思われるが、参考と

していただければ幸いである。 
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Appendix.  物流関連用語集 

 

下記に、本ガイドラインで使用した物流関連用語・略語の説明を示す。 
 

用語名 正式名称 内容 

IT-Friends 
鉄道コンテナ輸送の総合

的な管理システム 

鉄道コンテナ輸送の総合的な管理シス

テム。 

24 時間前ルール ― 

日本に入港しようとする船舶に積み込ま

れる積荷情報について、当該コンテナー

貨物の船積港を出港する24時間前に詳

細な情報を、電子的に NACCS に送信す

ることを義務付けた制度 

4PL 4th Party Logostics 

グローバルサプライチェーンにおいて、

複数の 3PL 業者を束ねて全体の進捗や

サプライチェーン管理を行うしくみのこと 

A/N Arrival Notice 

書類到着通知書。船会社が、船荷証券

（B/L）面記載上の着荷通知先に出状す

る貨物積載船の入港予定日と貨物の明

細を通知する書状 

AEO 制度 
Authorized Economic 

Operator 

輸出入時に各種安全基準を遵守してい

るとして税関当局等が認定した輸出入

者、運送業者、倉庫業者等に対し、税関

手続の簡素化やセキュリティに関連する

優遇等の便益を付与する制度 

AIS 
The Automatic 

Identification System 

自動船舶識別装置。VHF を利用した、船

舶を自動識別する装置 

ASN Advance ship notice 

入荷予定情報。上流倉庫からの確実な

出荷確定情報。これをベースに倉庫格

納スペースやバックオーダの管理などを

行う。また，ASN をあらかじめ受入側に

入手することで検品の際にバーコードな

どで消し込み作業を行うことが出来る 

ATD Actual Time Departure 

実際に出発した時刻。本船が実際に離

岸した時刻。サプライチェーンでは重要

なトレースポイントとなる 

B/L Bill of Lading 

運送人が荷送人との間に於ける運送契

約に基づいて、貨物を受け取り、船積み

したことを証明する書類で、荷送人の請

求によって運送人が発行する。（1）物品

の（海上、複合）受取証、運送契約書 

（2）貨物の引き渡しに際し必要となる引

換証 （3）貿易代金決済の為、荷為替を

取り組む場合に必要となる、“荷”を表象
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する有価証券 

B/L の危機 ― 

国際輸送の高速化に伴い、特にアジア

諸国では貨物がB/L（船荷証券）より早く

輸入地に到着するケース 

CIN 
Company Identifying 

Number 
IAC において発番された企業コード 

colins 
Container Logistics 

Information Service 

ターミナルオペレーター、荷主、海貨事

業者、運送事業者等の、関係事業者間

で一元的にコンテナ物流情報を共有化

するための会員登録制のウェブサイト型

の情報システム 

CY Container Yard 
コンテナヤードとは、コンテナを荷役し、

一時集積しておく場所 

ebMS ebXML Message Service 

(ebMS) は、ebXML の仕様のひとつで、

企業間電子商取引でやりとりするメッセ

ージをインターネットを通じて伝送するた

めの仕様 

ebXML erectronics Business XML

XML を用いたインターネット上の企業間

電子商取引のための仕様群。

UN/CEFACT と OASIS主要な仕様の初

版を公開した 

EDI 
Electronic Data 

Interchange 

商取引に関する情報を標準的な形式に

統一して、企業間で電子的に交換する

仕組み。受発注や見積もり、決済、出入

荷などに関わるデータを、あらかじめ定

められた形式にしたがって電子化し、イ

ンターネットや専用の通信回線網など通

じて送受信する 

EPCIS EPC Information System 

標準化団体 GS1 が提唱している世界標

準の可視化基盤。クエリーインターフェイ

スとクエリーインターフェイスが定義され

ており、RFID やバーコードなどから読み

込んだ識別子に WHAT、WHY、WHEN、

WHERE の 4 つのビジネス上の意味を持

たせて、この事実を蓄積する 

ETA 
ESTIMATED TIME OF 

ARRIVAL 

本船が到着する予定時刻到着予定日

（又は時刻）の事。輸入者と輸出者の間

のコレポンなどでも良く用いられる。出発

予定日（又は時刻）とセットで用いられる

事が多い 

FOB Free On Board 

貿易取引条件のひとつで、輸出サイドの

本船渡し条件の積み価格のことをいう。

受け荷主側が運賃、保険料を支払い、
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船積み決定権がある 

GRAI 
Global Returnable Asset 

Identifier 

GS1 の取り決めているリターナブル資産

についての ID標準。パレット、ビヤ樽、

海上コンテナ、食品や飲料のコンテナ、

レンタカー、レンタルトラック、オリコン 

GS1 Global Standaerd 1 

サプライチェーンの効率化と透明性を高

めるための国際組織。GS1 の規格体系

はサプライチェーン用標準として世界で

最も広く採用されている 

HS コード 

Harmonized Commodity 

Description and Coding 

System 

商品の名称および分類についての統一

システム 

I/I Import Instructions 輸入手続依頼書 

IAC Issuing Agency Codes 

標準企業コードを使用するために、

IAC(ISO/IEC15459 part 2 に規定された）

ISO/IEC15459の識別子に使用するため

の会社コード 

IE 的アプローチ ― 

工場や物流において現場の業務改善を

推進するための技法。レイアウト分析、

作業分析、方法分析、工程分析、動作

研究等さまざまな手法を組み合わせる 

INVOICE INVOICE 

インボイス納品書、送り状の意味で、発

送する荷物の中味を英文で説明する書

類のことをいう。貨物通関手続きには不

可欠な書類で、商品の発送や納品明細

書、請求書などの役割を果たす 

JASTPRO 

Japan Association for 

Simplification of 

International Trade 

Procedures 

財団法人日本貿易関係手続簡易化協

会 

L/C Letter of Credit 

信用状。輸入地の銀行が、輸入業者か

ら依頼を受けて発行する「信用を保証す

る証書」（信用状）。支払いを確約する書

類のこと。その当事者間に輸入国の銀

行と輸出国の銀行が入って、支払いを

確約する 

MIG 
Message Implement 

Guideline 

汎用性の高い国際標準メッセージを、利

用者の利用目的に合わせた仕様にした

実施のためのガイドライン 
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NACCS 

Nippon Automated Cargo 

and Port Consolidated 

System 

輸出入・港湾関連情報処理システム 

NEAL-NET 

Northeast Asia Logistics 

Information Service 

Network 

NEAL-NET は、物流情報の交換・共有

及び技術協力に関する多国間の非営利

の協力メカニズム。当面日中韓でのコン

テナおよび本船の動静を相互に情報交

換する仕組み 

NVOCC 
Non-Vessel Operating 

Common Carrier 

非船舶運航業者。自らは国際輸送手段

を持たない貨物利用運送事業者であり、

国際複合輸送を一貫して引き受ける「複

合運送人」の役割を担う 

P/L Packing List 

輸出における梱包単位の貨物や重量の

明細。 通常、インボイスシッピングイン

ストラクション（船積依頼書） との 3部セ

ットで輸出者が作成 

PO Purchase Order 注文、注文データ 

POS point of sale system 
販売時点情報管理は、物品販売の売上

実績を単品単位で集計するシステム 

RPI Returnable Packaging Item

繰り返し包装容器。ISO/IEC 1736Xシリ

ーズで規格化された繰り返し包装資材。

識別子を付加して管理することが必要と

されている 

RTI Returnable Transport Item

繰り返し使用する輸送機材。パレット、オ

リコン、通い箱などがある。最近は RTI と

貨物にそれぞれ識別子を付け、RTI 自体

の管理を行う企業が多い 

RTLS Real-time locating system 企業動向リアルタイム位置情報システム

S/I 業務 Shipping Instruction 

船積み依頼書。ここでは、通常荷主がフ

ォワーダに対して輸出業務の指示を与

える業務。日本では NACCS がこの部分

のシステム化に着手している 

SA Shipping Advice 

船積案内書のことを指す。貨物の船積

みが完了した時点、輸出者が輸入者に

対して発行する。S/A には注文番号、品

名、数量、金額など船積みの明細が記さ

れる。輸入手続きのための基本資料 

SCP ― 
製造、販売、在庫の状態などをもとに販

売予測や在庫予測を作ること 

SEA and Rail ― 船舶と鉄道を組み合わせた輸送モード 
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SGTIN 
Serialized Global Trade 

Item Number 

GS1 が定める国際標準の商品識別コー

ド。JAN コードに代表される GTIN に、シ

リアルナンバーをつけて商品個別の識

別をするためのコード 

SIPS 
サプライチェーン情報基盤

研究会 

グローバル・サプライチェーンに共通の

情報基盤を構築することを目指した国連

CEFACT 日本委員会の下に発足した研

究会。サプライチェーン情報基盤研究会

（SIPS:Supply chain Information Platform 

Study group) 

SKU ― SKU とは、在庫管理を行う場合の単位 

SSCC 
Serialized Shipping 

Container Code 

GS1 の取り決めている物流単位（パレッ

ト、ケース、カートン等）を識別するため

のグローバル標準 

STC 管理 ― 

戦略物資の輸出に関する規程。制限顧

客向け、特別管理地域向け、需要者要

件、用途要件、軍・軍事用途、インフォー

ム要件、行政指導要件、不審取引の防

止が目的 

TMS 
Transport Management 

System 

TMS とは、運輸管理システムと訳され、

運送業務を一元管理し、効率的な物流

を実現するシステムのこと 

TPA 
Trading Partner 

Agreement 

取引者間合意。取引相手どうしがトラン

スポート層、文書交換およびビジネスプ

ロトコル層でどのように対話するかを定

義してた合意文書。ここれは，使用する

識別子や、データキャリア、フォーマット

等を定めたもの 

UCR 
unique consignment 

reference 

世界税関機構（WCO)が推奨する貨物識

別番号。通常貨物の識別は、B/L番号

などで行われるが、輸出者から輸入者

まで一貫した識別子は存在しない。ま

た，税関検査などでも、現品把握が迅速

に行えることから導入が検討されてい

る。具体的には，ISO/IEC 15459-1 を使

用するよう勧告されている。 

UN/EDIFACT 

the United Nations rules 

for Electronic Data 

Interchange for 

Administration, Commerce 

and Transport 

国際連合・欧州経済委員会（UN/ECE）

で米国と欧州が採択した標準 EDI（電子

データ交換）プロトコルの略称。通常、船

社や港湾ではこの EDIFACT を使うこと

が多い 

voyage No voyage No 
これは貨物船が搭載した荷物を揚げ終

えた時点で切り替わる航海番号 
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WCO 
World Customs 

Organization 

世界税関機構。関税制度の調和・統一

及び税関行政の国際協力の推進により

国際貿易の発展に貢献することを目的

としている 

WMS 
Warehouse Management 

System 

物流センターにおける一連の業務を効

率化するための総合管理システム。入

出荷、在庫管理の他倉庫全体の作業進

捗管理などを主機能とする 

WORM Write Once Read Many 

いったん付けた識別子をサプライチェー

ンの全行程で繰り返し使用すると言うこ

とである 

カーゴミッシング Cargo Missing 紛失貨物 

シングルウィンドウ Single Window 

シングルウィンドウとは、関係する複数

のシステムを相互に接続・連携すること

により、1回の入力・送信により、複数の

類似手続を同時に行えるようにするもの

スタッフィング/バンニ

ング 
Stuffing 

空のコンテナに貨物を積めること。バン

ニングともいう 

はい付け bulk loading 
通常パレットその他輸送機器に物品をあ

る規則に則って積むこと 

ブッキング業務 Bokking 荷主から船社に船腹を予約すること 

ブラインドスポット Blind Spot 

ここではサプライチェーン上で輸出者、

輸入者の貨物の所在が把握できなくな

るエリア。ここを何らかの方法で把握す

ることをここでは見える化と呼んでいる 

ブルウィップ現象 Bullwhip Effect 

サプライチェーン用語。在庫の各階層

で、自らの管理範囲で在庫切れをおこす

ことを嫌うため、在庫の場所毎に余裕在

庫を持つ傾向があり、結果として余剰在

庫を生むこと 

ユースケース use case 

ソフトウェア工学やシステム工学でシス

テム（あるいはシステムのシステム）の

機能的要求を把握するための技法.ここ

では、RFID を使用したビジネスモデルを

指す 

可視化（見える化） visibility(Visual+Trasabiity)

主としてサプライチェーンのものの流れ

や倉庫内の作業状態、輸配送状態など

電話確認や勘でしか判断出来なかった

ものを、数値化、あるいは図式化して，

分析や対策をしやすくすること 

関税法 Customs Law 
関税法は、関税の確定、納付、徴収及

び還付、貨物の輸出入についての税関
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手続について定める日本の法律 

業界横断 EDI ― 

業界横断 EDI は、日本において業界毎

にことなるEDIメッセージを相互接続する

ための仕組み。業界共通仕様と業界固

有仕様を併存できる仕組み（フレームワ

ーク）をベースに、「業界横断データ辞

書」と「メッセージ辞書」により構成される

国連 CEFACT 

United Nations Centre for 

Trade Facilitation and 

Electronic Business 

国連欧州経済委員会の下にあり、貿易

手続簡易化と電子ビジネスの促進、そ

れらに関するグローバルなポリシーや技

術仕様の制定を目的として設立された

国連組織 

税関発給コード ― 
税関が発番する輸出入者、仕向人・仕

出人を識別するためのコード 

船舶コード call sign 

識別信号。運航船会社又は代理店が管

理している船舶を識別するための重複し

ない一意の文字列 

電子インボイス e-invoicing 
インボイスを何らかの方法で電子化する

こと 

保税転送 bonded transportation 
ここでは貨物を保税のまま，輸送モード

を使って移動させること 

保税搬入原則 ― 

輸出申告に係る貨物をコンテナヤードな

どの保税地域に入れた後に輸出申告を

行うこととするもの 

貿易金融 EDI 
Electronic Data 

Interchange 

国際貿易取引では、一般的に B/L（船荷

証券）や INVOICE（送リ状）などの船積み

書類が紙ベースでやりとりされている。

また、銀行を介して貿易代金決済 
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